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巻頭言

放射線防護研究センター　那珂湊支所長
日下部　正志 日下部　正志（Masasi Kusakabe）

海洋におけるプランクトン等を含む物質循環を数学的に

記載し、現状を再現し、未来予測を行う試みは、さかんに

行われている。しかし、現実的には、使われるデータは量

的／質的に不十分であり、さらにデータを説明しうる理論

が完全ではない。我々はまず上に示した多様な存在形に関

わるデータを収集、整理し、それを統一的に説明しなけれ

ばならない。データは時空間的な変動を示すはずで、その

解釈も不可欠である。

対象がなんであれ物質の動態を定量的に調べる方法に

は、人為的に既知量の物質を対象物に添加し、その濃度を

時系列で追跡すればよい。生物学の実験ではよく行われて

いる手法である。海の研究はこの手があまり使えない。結

果として、実際に海に出かけ、試料を採取し、分析しなけ

ればならない。沿岸と外洋では環境（生物、物理、化学的）

が異なるため、試料採取は面的なカバーが必要である。物

質循環は生物活動（主にプランク

トン）の影響をうけ、それは季節

変動する。従って、できれば時系

列に沿って試料を採取したい。同

時に試料の存在状態も明らかにし

たいと、求める試料に対する要求

はだんだん多くなる。更に厄介な

事は、日本近海の環境は放射能的

には極めてきれいである、つまり

濃度が極めて低い。故に測定に際

しては、分析法を改良して検出感

度を最大限に上げると同時に、試

料の量を増やして、測定誤差を少

なくするべく努力する必要があ

る。

海を対象とした環境放射能の調

査研究の場合、これらすべてを念

頭に置きながらも、すべてにおい

て満足いく方法はとり様がなく、

どこかで妥協していかざるを得な

い。妥協した分は工夫で補う。類

似する研究目的を共有する研究機

関との情報交換もまた限りある研

究資源を補う上で必須である。平

成１５年より始まったエネルギー

対策特別会計事業「沿岸－外洋域

における放射性核種の動態の総合

的調査研究」を締めくくるにあた

り、関連する研究機関と現在の状況と今後の展開について

情報交換を行うため、平成２０年１２月２日、那珂湊支所

研究者主催による海洋環境放射能ワークショップを開催し

た（図 2）。当日の会場では、多くの有益な情報、アイデ

ア等の交換がなされると同時に、那珂湊支所研究者への貴

重な助言もいただき、大変有意義なものであった。本特集

号は同ワークショップの内容をまとめたものである。上に

示した海洋における放射性核種の多様な動態の解明のため

に、海洋環境放射能研究の最前線では様々な視点から多く

のことが行われている。本特集号よりその現場の様子を理

解いただければ幸いです。ワークショップでの活発に議論

に参加いただき、原稿の執筆をしていただいた財）電力中

央研究所、財）海洋生物環境研究所、財 ) 日本海洋科学振

興財団、独）原子力研究開発機構、財）環境科学技術研究

所の方々にこの場を借りて御礼を申し上げる。

海水中には、様々な物質が様々な形態で存在しており、

同時にそれらは時々刻々変化している。海洋における物質

循環の模式図を図 1に示す。太陽光が届く海洋表層では植

物プランクトンは溶存している栄養塩を取込み、光合成に

より増殖する。この植物プランクトンは食物連鎖のベース

になる。この植物プランクトンは動物プランクトンに、動

物プランクトンは魚類に補食される。これらのプランクト

ンのライフサイクルの過程で、主に排泄やプランクトン自

身の死により多種類の生物起源粒子が生産される。この中

で比較的大型の粒子は、海洋深層へ沈降すると同時に、一

部は途中で分解や溶解をして小粒子に変化したり、バクテ

リアにより無機化される。小さい粒子は重力による沈降の

影響はあまりないものの、活発な成長（衝突による大粒子

化）、分解、溶存のプロセスを経ている事が予想される。

海水中に溶けている物質は程度の差はあるものの多くがこ

れら粒子の表面に吸着する。一方、風や海流等に伴う表層

の海水の混合や拡散は純粋に物理過程であり、そこに溶け

ている物質（及び一部の小粒子）はその物理過程に支配さ

れている。そのために海洋における放射性核種の挙動を調

査研究する場合、海水中の多様な物質の存在形（溶存、粒

子、プランクトン等）を考慮した物質循環と放射性核種の

関連性を定量的に明らかにする必要がある。

海洋における放射性核種の挙動を研究する目的は２つあ

る。まず現状の把握である。そこから海洋環境の放射能が

安心なレベルにあることを確認する。これは主に地方自治

体が定期的に行っており、地域住民の安心安全を担保して

いる。もう一つは未来予測である。現在環境に放出されて

いる放射性核種は、コントロールされたレベルであるが、

それは将来的にどうなるのだろうか？薄められてしまうと

いうけど、ゼロになる訳はない。ゼロでないという事は危

険という事？魚に濃縮しないの、海藻は、貝は？更には、

確かに、今はあまり汚染がないようだけど、事故があった

らどうなるという疑問になる。最近の環境に対する人々の

関心の高まりは、時には過剰な不安となる場合もあり、我々

はきちんと汚染の状況、将来の見通し、事故時の対応とそ

の影響予測ができなければならない。

プランクトン

吸着

捕食

濃縮

原子力施設

混合・拡散

溶解
沈降

図1：海洋における物質循環の模式図 図2：海洋環境放射能ワークショップのポスター
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（1）「沿岸－外洋域における放射性核種の
　　 動態の総合的調査研究」の概要説明

放射線防護研究センター　那珂湊支所
海洋環境調査技術開発室　主任研究員
青野　辰雄

放射線防護研究センター　那珂湊支所長
日下部　正志 青野　辰雄（Tatsuo Aono）

1. はじめに
平成 15 年度から那珂湊支所では、原子力関連施設の立

地の円滑化及び安全性に対する理解促進に資することを目

的に、沿岸から外洋の海域における放射性核種の分布及び

挙動を多角的な視点から解析するための「沿岸 - 外洋域に

おける放射性核種の動態の総合的調査研究」（エネルギー

対策特別会計事業）を開始した。本調査研究の概要は次の

3つに分けられる。

（1）放射性核種の形態別（海水、懸濁物、プランクトン等）分布の把握

海水中の粒子に含まれる放射性核種の定量には、乾重量

で数百mg以上の粒子試料が要求される。そのためには㎥

オーダーの大容量の海水と、海水をろ過して粒子を採取す

るろ過装置が必要になる。そこで、放射性核種の形態別の

分布を把握するために、現場型超大容量海水濾過濃縮装置

の開発と実証実験を行い、また特定の放射性核種を濃縮す

る採取法から定量までの分析法の検討も行う。そして太平

洋東北沖における調査海域で海洋観測と試料採取を行い、

海洋における存在状態別の放射性核種の濃度分布を明らか

にするための調査を行う。

（2）海洋生物による放射性核種の濃縮過程の評価

海洋生物による放射性核種の濃縮過程を把握するため

に、プランクトンを含めた海洋生物試料の分析法の検討を

行い、調査海域においてプランクトンに関する生物量の調

査や放射性核種濃度の測定を行なう。また室内実験におい

て、プランクトンによる放射性核種の濃縮移行過程につい

て調査を行う。

(3) 沿岸ー外洋域における放射性核種の輸送、拡散、移動過程の把握

　　 （1）や（2）の調査結果をもとにして、海洋における放

射性核種の存在状態及び濃度分布とそれに関連するパラ

メータ、室内実験により得られた放射性核種の移行量等の

パラメータ、及び関係機関で収集された情報等を有機的に

結びつける。そして再処理施設等原子力施設の沿岸から外

洋の海域における放射性核種の移動量を定量的に見積もる

収支モデルの構築を行う。

本調査研究について、その年次計画を表 1に示した。

2. 現場型超大容量海水濾過濃縮装置システムの開発
海水中の粒子濃度は沿岸から外洋と海域により異なる

が、数から数百μg/L とされている 1）。ICP-MS 等の分析

機器の発展に伴い、これら機器の感度や精度は年々向上

し、数 Lの海水から海水中の全濃度の測定も可能になっ

た放射性核種もある 2）。しかし海水中の濃度が極めて微量

な放射性核種もあり、これらを形態別に分別するには大

量の海水が必要とされる。海洋環境で生態系が地域や海

域により異なるように、海水は均一に混合されていない。

そのため海洋表層水だけのデータから海域や海洋全体の

物質循環機構を知ることはできない。一方で特定の水深

の海水を数百リットル採水することは可能であるが、ろ

過などの処理を船上で行なうにはスペースや時間の関係

で極めて困難である。

そこで本事業では現場型超大容量海水濾過濃縮装置シス

テムの開発を行った 3）。これは船上から海底へ吊り下げた

ケーブルに現場型超大容量海水濾過濃縮装置を吊り下げ、

複数の任意の水深で、一定時間、海水のろ過を行ない、粒

子の捕集と溶存成分の濃縮を行うものである（図 1）。従来

は動力にバッテリー式のものが市販されているが、海水の

ろ過ポンプの稼動は約2時間でろ過能力は最大1㎥である。

今回、対象核種である Pu や Tc 等の存在状態別の定量に

必要な海水を調査したところ、数時間で数㎥の海水の処理

能力を有する装置が必要であることが明らかになった。そ

こでBishop（1985）が開発したモデル 4）を参考にして、本

調査の目的に合い、国内の船舶で使用が可能なシステムの

構築を行った。本ろ過装置（図 2）の特徴は、大型口より

流入した海水は粒子サイズ分別ができるフィルターユニッ

トで 70μm以上の粒子と 1-70μmの粒子に分別捕集を行

い、さらにろ過された海水は特定の吸着剤を取り付けた

カートリッジフィルターを介し、ポンプへ吸引される。一

方、フィルターユニットが目詰まりした場合のポンプの負

荷を軽減するためにサブラインを取り付け、比較的少量の

海水で分析可能な核種を吸着剤に吸着させるように組み合

わせ、それぞれの積算流量を記録した。この装置は電気伝

送ケーブルに取り付け、海水中に係留する。船上から電気

を送ることによりポンプを稼動させ、試料の採取を行った。

船上に駆動スイッチがあることにより海況や天候の変化に

対応したろ過時間を設定できることや、ろ過後に回収した

装置には、分別捕集された粒子や吸着剤に濃縮された試料

のみが回収され、大容量海水採水法に比べても船上での後

処理が容易になる等の長所を有する。

放射性核種を濃縮するために使用する吸着剤についても

調査を行った。二酸化マンガンコートフィルターによる海

水中のThの捕集濃縮は普及しており 5）、Pu についても有

効な方法と報告されている 6）。しかし本研究では濃縮フィ

ルターへの捕集効率を上げるために、水酸化鉄̶二酸化マ

ンガンはコートフィルターを用いた。Csと Srについては、

シアン系やモリブデン酸系吸着剤が微細な粒子構造のため

に吸着性に優れているとされているが、本装置の流量に適

（a）

Control room

Cable roller
guide

（ⅰ）

（ⅱ）

（ⅲ）

（ⅳ）

Power
board

（Veasel）

（Veasel）

（b）

図1：現場型超大容量海水濾過濃縮システム概念図：（a）海水濾過装置取付時の
様子、（b）海水濾過装置による試料の採取時、（i）海水濾過装置取付け兼動力伝
送ケーブルドラム、（ii）電源コネクター、（iii）海水濾過装置、（iv）海水濾過装置用ポン
プ制御盤

粒子補集用
フィルターユニット

ポンプ

クランプ

サブライン用
ろ過ユニット

吸着用サブ弟1
カートリッジ

吸着用サブ弟2
カートリッジ

吸着用弟2
カートリッジ

吸着用弟1
カートリッジ

流量計

サブ流量計

図2：現場型超大容量海水濾過濃縮装置

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

現場型超大容量海水濾過装置の開発と実証実験

調査海域における観測と試料採取

ICP-MSの導入、分析法の確立

海洋試料の分析

生物サンプルの分析法の確立

生物試料の採取及び分析

プランクトンの放射性核種の濃縮移行

データ解析

情報収集、セミナー

放射性核種の収支モデルの構築

まとめ

表１：年次計画
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応していないために、ゼオライトなどの無機酸化物系吸着

剤とシアン系吸着剤のAnfezh（ロシア Eksorb 社製）を

用いて検討を行った。その結果、海水中の Sr に対して有

効な吸着剤を見出すことができなかった。一方、Cs に対

してはAnfezh が本装置の条件に最も適した吸着剤であっ

た（図 3）。同様にTcも水酸化鉄コートフィルター等を用

いて吸着剤の検討を行った結果、陰イオン交換樹脂が最適

な吸着剤であった（図 4）7）。目的とする放射性核種に応じ

た吸着剤の仕様を組立て、本装置に装着した。平成 16 年

3 月に茨城県東海村沖で実証実験を行い、ろ過時間に対し

て安定した流量で本装置が稼働することを確認した。

3. 調査海域における海洋観測と試料採取
平成 16 年から平成 19 年 6 月までに、傭船した調査船で

調査海域の太平洋東北沖において 6 回の海洋観測（図 5）

を実施した。調査海域を図 6に示すが、測点は本号の太平

洋東北沖の海水中の放射性核種やプランクトンに関する

論文の中でも共通している。現場型超大容量海水濾過濃縮

装置システムを用いて海水中の人工および天然放射性核

種の存在状態別試料の採取を行った。海洋環境等の調査の

ために、ニスキン採水器付CTDロゼットマルチサンプラー

による海水の採取および深度別の水温、塩分、栄養塩濃度

などの海洋観測を実施した。現場型懸濁粒子計測装置を用

いて懸濁粒子の粒径粒度分布の観測も行った。

また放射性核種測定用に大型プランクトンネット水平

曳きによる動物プランクトンの大量採取および閉鎖式

ネットによる動物プランクトンの鉛直区分採取を行った。

各作業の風景は表紙裏に掲載する。

4. 海洋観測の調査結果
2005 年から 2007 年における表層から水深 150mまでの

水温の鉛直分布を図 7に示した。同一測点で同じ時期に観

測を行っても、年により水温の鉛直分布が同じ場合と異な

る場合があった。日本周辺の海洋表層における主要な海流

を図 8示した。それぞれの海流は固有の水温と塩分を有す

るために、これを水温 - 塩分ダイアグラムにすると図 9の

様に分類することができる 8)。これを用いて調査毎の水温

と塩分のデータをプロットしたものを図 10 に示した。塩

分計の精度の関係で横幅が一部広くなっている。さらに

観測した時期の調査海域における表面水温の画像情報を

図 11 に示した 9)。2006 年 6 月は衛星画像データから調査

海域へ親潮の影響がないように見えるが、水温 - 塩分ダイ

アグラムから表層から水深 50m付近における層が衛星画

像に反映され、これより深い水深では親潮の流入が顕著で

あった。2007 年は津軽暖流水の南下による影響が示唆さ

れた。夏期に太平洋東北沖では春から夏にかけて大きな渦

を形成すること 10）が知られている。このような海洋構造
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ろ過用ケーブル、（c）現場型濾過装置ユニット、（d）海洋調査用関連機材

図4：吸着剤によるTcの吸着特性:●陰イオン交換樹脂、◆水酸化鉄-二酸化マンガン
コートフィルター、■水酸化鉄コートフィルター
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の違いはプランクトンの存在量や組成に大きな影響を与え

ている。

調査海域における海水中の放射性核種に関しては本号の

「太平洋東北沖における放射性核種の濃度分布と挙動」を、

調査海域におけるプランクトンに関しては本号の「太平洋

東北沖における放射性核種の挙動に果たすプランクトンの

役割について」に詳細に記述されている。

5. 最後に
本事業は、陸上から隔離された洋上におけるフィールド

調査が重要な位置にあった。不慣れな海洋観測に際し、サ

ポートやご助言を頂きました（株）オフショア・オペレー

ション、（株）マリンワークジャパン、日油技研工業（株）、

( 株 )OCC 等の関係者の皆様に、そして本事業に携わった

方々に、深く感謝を申し上げます。本事業は文部科学省エ

ネルギー対策特別会計事業による委託業務として実施し

た。
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図 2 に示す。小粒子・大粒子ともに 137Cs は検出できず、

調査海域では 137Cs のほとんど（> 98%）が溶存態として

存在していることが明らかになった。つまり、本海域にお

いて 137Cs は海水の混合・拡散の指標として適用できる。

溶存態 137Cs の分布は、全般的に表層で濃度が高く、下方

に向かって減少する傾向が見られた。この分布は濃度とと

もにこれまでの多くの報告例と同様のものであり、フォー

ルアウト由来の 137Cs が表層から深層に拡散したためと考

えられる。外洋域の Stn.7 について、近隣海域で得られた

文献と比較したものが図 3である。1980 年当時には表層

付近に多く存在した溶存態 137Cs が、時間経過とともに深

層に向かって拡散移動していることが明らかである。

沿岸に近い観測点（Stn.1、2、4）では、海洋表層付近

の微細構造に変動が見られた。すなわち、亜表層（60‒

200m）に極大が出現している時期と出現しない時期があっ

た。従来の 100‒200m 間隔で試料採取していた観測では

見られなかった変動である。日本海でも似たような変動が

観測されており、表層水が強く沈み込んだ時に亜表層極大

が出現すると考えられている 7）。太平洋青森県沖では、津

軽暖流が流れている観測点・時期にだけ亜表層極大が出現

した。このことから、最大で水深数百mにまで達する津

軽暖流によって、溶存態 137Cs が亜表層に沈み込んでいく

と推測された。

3. 海水中の99Tcの分布
テクネチウムは 137Cs と同様、ウランなどの核分裂で生

成されるが、その中でも 99Tc は生成量の大きさとともに

半減期が長い（約 21 万年）ことから、とくに使用済核燃

料の再処理過程で環境放出が懸念される放射性核種の一

つとされている。しかし、バックグラウンドレベルでの海

水中の 99Tc は、濃度が極めて低いため、表面水でさえも

測定例が少ない。本調査で、LV-FiCS を用いた試料採取

法と、高分解能誘導結合プラズマ質量分析法（HP-ICP-MS）

を用いた測定法によって、初めて海水中における溶存態
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図2：太平洋東北沖調査海域における溶存態137Csの鉛直分布とその変動。

放射線防護研究センター　那珂湊支所　研究員
中西 貴宏

（2）太平洋東北沖における
　  放射性核種の濃度分布と変動

特集／海洋環境放射能ワークショップ「沿岸－外洋域における放射性核種の挙動　観測からモデル構築へ」

中西　貴宏（Takahiro Nakanishi）

1. はじめに
海洋にもたらされた人工放射性核種は、海水の混合に

よって水平・垂直方向に拡散・希釈されると同時に、粒

子に吸着・除去され、沈降・堆積していく。原子力施設な

どから放出される放射性核種の海洋における動態を定量

的に把握するためには、これらの過程の基礎データを収集

し、放射性核種の挙動予測を行う収支モデルを構築する必

要がある。そのためにはまず、海水中における放射性核種

の存在状態別（溶存態・粒子態）の分布を明らかにしなけ

ればならない。

本調査で対象とした人工放射性核種は、セシウム -137

（137Cs）、テクネチウム -99（99Tc）、プルトニウム -239,240

（239,240Pu）である。これらは大気圏核実験によるフォール

アウトが主要な起源であるが、さらなる汚染防止の観点か

ら現状の濃度レベルを把握しておくことは重要である。ま

た、海洋の挙動を表すための有効なトレーサともなり得る。

これらの放射性核種は、粒子への吸着の程度が異なること

が知られている。国際原子力機関（International Atomic 

Energy Agency、IAEA）が推奨している海洋における

粒子 - 海水間分配係数（粒子中濃度（Bq/kg））/ 海水中濃

度（Bq/kg））では、99Tc が 100、137Cs が 2000、239,240Pu が

100000、と大きな差がみられる 1）。すなわち、フォールア

ウトで海洋にもたらされたこれらの放射性核種は、現在の

海洋では異なる分布を示すことが予想される。

また、調査海域とした太平洋東北沖は、低温・低塩分の

親潮と、高温・高塩分の津軽暖流が接する複雑な海洋構造

を持つ。特に津軽暖流は、季節によりその振る舞いが大き

く変動することが知られている 2）。津軽暖流の盛衰が、海

洋表層付近での人工放射性核種の挙動に影響を与え、水柱

での分布をより複雑なものとしている可能性が考えられる。

我々が開発した現場型超大容量海水濾過装置（LV-FiCS）

は、4‒10 m3 の海水に存在する放射性核種を、大粒子態（> 

70μm）、小粒子態（1 ‒ 70μm）、溶存態に分けて採取が

できるため、極微量の放射性核種について、存在状態別の

分析が可能である。また、同時に幾層（最大 8層）かつ密

な間隔（最小 10 m 間隔）での観測ができるため、短時間

に多数の試料を採取するとともに、表層付近における微細

構造の変化を捉えることも可能である。

2004 年から 2007 年まで、太平洋東北沖において、5 回

の調査航海を行なった（図 1）。これまでに、対象とした

人工放射性核種の濃度分布が明らかになってきたので、こ

こに報告する。

2. 海水中の137Csの分布
溶存態 137Cs は、測定法が比較的簡便なため、1950 年代

から観測を主とした研究が行なわれてきた。近年では、気

象研究所により太平洋を中心としたデータベースがとりま

とめられている 3）。また、IAEAにおいても、データベー

ス化が進められている。これらのデータベースは、ここ

50 年程度の 10 年スケールのトレーサとして非常に有効な

ものとなっており、海洋循環モデルのパラメータとしても

利用されている。しかし、バックグラウンドレベルの海域

で、数 10 m の採水間隔で定期的に観測が行なわれた例は

あまりない。

本調査で得られた溶存態 137Cs の濃度分布とその変動を
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4. 海水中の239,240Puの分布
プルトニウムは、137Cs と異なって、海水中の粒子との

相互作用により深層や堆積物へ移動していくことが知られ

ているが、その過程についての知見は十分に得られていな

い。LV-FiCS では、溶存態だけではなく、粒子をサイズ別

に採取することが可能なため、水柱でのプルトニウムの挙

動を明らかにすることが期待できる。

本調査で得られた溶存態、小粒子態、大粒子態の
239+240Pu 鉛直分布の一例を図 5 に示す。溶存態 239+240Pu

は表層から水深 400m に向かって増加傾向にあり、水深

1000m まで高濃度で分布している。このような鉛直分布

はプルトニウムに特徴的なもので、海域によらず観測され

ている。この分布は、表層で粒子への吸着・沈降に伴う鉛

直輸送と、深層での粒子の分解による溶存態プルトニウム

の再生によって形成されると考えられている 9）。大粒子態

と小粒子態の鉛直分布は、その過程を示唆する結果が得ら

れた。沈降粒子を示す大粒子態 239+240Pu の鉛直分布は、表

層付近で濃度が高く、溶存態プルトニウムを吸着・除去す

る役割を果たしている。一方、小粒子態 239+240Pu は海水中

に浮遊する懸濁粒子を示すものだが、溶存態 239+240Pu との

吸着・脱離が行なわれるこの粒子は、亜表層以深において

高濃度で分布している。このように、137Cs や 99Tc に比べ

て粒子による除去過程が大きく影響する 239,240Pu の動態に

ついて、LV-FiCS を用いたサイズ別大量試料採取法により、

その一端を明らかにすることができた。

5. おわりに
今回の報告では、フォールアウト起源の人工放射性核

種をターゲットにして、人為起源物質の海洋中における

動態を「直接」的に明らかにした。一方で、我々が開発し

た LV-FiCS は、自然界に存在する天然放射性核種も採取・

測定することが可能である 10)。これらの中には、海洋に

おける炭素循環の諸過程についての指標となるものがある

（例えば 32P, 33P や 228Th、230Th、234Th）。すなわち、海洋

に吸収される地球温暖化ガスである二酸化炭素の動態を、

「間接」的に明らかにすることも可能なのである。今後も、

この LV-FiCS というパワフルなツールを十二分に活用し

ていきたい。

　最後に、LV-FiCS に関しては日油技研工業株式会社

の皆様に、試料採取に際しては、株式会社オフショア・オ

ペレーションの皆様に、ご協力していただきました。心よ

り感謝いたします。本事業は文部科学省エネルギー対策特

別会計事業による委託業務として実施した。
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99Tc の鉛直分布が明らかになった。

本調査で得られた溶存態 99Tc の濃度分布の一例を図 4

に示す。上記の 137Cs と同様、小粒子態・大粒子態ともに

検出できず、ほとんど（> 99%）が溶存態として存在して

いた。また、海洋表層から 200m 付近までの濃度が高く、

下方に向かって減少するという、溶存態 137Cs とよく似た

分布を示した。しかし、99Tc/137Cs 放射能比を調べてみる

と、水深 300m までは（0.85‒1.2）×10-3 の範囲で変動し、

以深では次第に 0.5×10-3 程度まで低下していくという傾

向が見られた。また、これらの値はフォールアウトの値

（0.41×10-3）8）よりも有意に高かった。本調査で用いた試

料採取法および分析法では粒子態の 137Cs と 99Tc が検出さ

れなかったが、実際にはそれぞれの粒子との反応性に違

いがあるのではないかと考えられる。本調査海域におい

て、冒頭に示した分配係数が示すように、137Cs が 99Tc よ

りも粒子への吸着能が高いのであれば、99Tc/137Cs 比の分

布を容易に説明することができる。つまり、フォールア

ウトにより海洋にもたらされてから数 10 年の間に、137Cs

の方がより海水から除去されたのではないだろうか。そ

の手がかりの一端を得るために、現在、プランクトンに

よる海水中の 137Cs と 99Tc の取り込み・吸着実験を進めて

いるところである。
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図3：太平洋東北沖調査海域における溶存態137Csの文献値との比較。
2007年が本調査結果（Stn.7）

0 1 2 3 4
0

200

400

水
深（
m
）

99Tc（mBq/m3）

Stn.2

0 1 2 3 4
0

200

400

600

800

1000

1200

水
深（
m
）

99Tc（mBq/m3）

Stn.7

図4：太平洋東北沖調査海域における溶存99Tcの鉛直分布。
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図5：太平洋東北沖調査海域における239+240Puの鉛直分布。
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3. 動・植物プランクトンの群集構造
代表的な 3地点（St. 1、2 および 3）における植物プラ

ンクトン現存量（クロロフィルa 濃度）の鉛直プロファイ

ル、および最も水深の浅い St. 2 における細胞数組成の経

年変化を図 1に示す。植物プラクトンは光が十分に届く水

深 50m以浅に分布しており、ピークは表層あるいは亜表

層に認められた。また、St. 2 における細胞数組成の経年

変化では、クロロフィルa 濃度の高い 2006 年 6 月に珪藻

類が優占した。これらの結果は当該海域を含む北太平洋亜

寒帯域の特徴をよく表しており、2006 年 6 月は春季珪藻

ブルーム期、2005 年および 2007 年 6 月は珪藻ブルームの

終了後であったと考えられる。主に植物プランクトンを摂

食する動物プランクトンも水深 0‒50 m 層にピークが認め

られるが、水深 150m以深においても比較的豊富に出現す

る（図 2）5）。また、珪藻類の優占した 2006 年の St. 2 では

昼間と夜間で分布深度のピークに違いが認められる。種別

個体数の鉛直分布を詳しく見ると、夜間表層で活発に摂餌

を行い、昼間は深層に移動する日周鉛直移動を行う植食性

カイアシ類Eucalanus bungii が優占しており、本種の出

現が動物プランクトン群集全体の鉛直分布様式に反映され

ていることがわかる。このように、動物プランクトンは表

層から深層まで幅広く出現し、一部の種（主に植食性カイ

アシ類）は鉛直方向に能動的に移動を行っているため、放

射性核種の海洋における挙動、特に鉛直輸送において何ら

かの役割を担っていると考えられる。

4. 動物プランクトン群集の137Csの濃度
現場型超大容量海水濾過濃縮装置を用いた観測で検出さ

れなかった粒子と同様、プランクトンの 137Cs 濃度は非常

に低濃度である（現場型超大容量海水濾過濃縮装置の詳細

は本号の青野氏および中西氏の論文参照）。本研究では、

大型のプランクトンネットを夜間に表層を集中的に曵網す

ることにより大量の試料を採集し、灰化試料の長時間測定

（Ge 半導体検出器で 500,0000 秒計数）により、太平洋東

北沖に出現する動物プランクトン群集の 137Cs 濃度を明ら

かにした 5）。本研究で得られた動物プランクトンの 137Cs

濃度と溶存態の 137Cs 濃度より、濃縮係数（湿重量ベース）

を計算すると 6－14 の範囲であり文献値 4）とよく一致し

た。図 3に北欧海域における文献値 1, 2）および本研究で得

られた動物プランクトンの 137Cs 濃度と、溶存態の 137Cs 濃

度の関係をプロットした。図 3より明らかであるが、一般

的に動物プランクトンの 137Cs 濃度は生息環境中の 137Cs 濃

度（溶存態濃度）に依存し、湿重量ベースの濃縮係数は 10

程度である。しかしながら海域毎に見ると、プランクトン

と溶存態の 137Cs 濃度の相関は認められない。各海域にお

けるプランクトンの 137Cs 濃度の変動について、塩分濃度

との相関（河川水の影響の指標）1）、あるいは測定した動

物プランクトンの種類が異なること 2）に起因すると考察さ

れている。太平洋東北沖におけるプランクトンの 137Cs 濃

度は、ゼラチン質プランクトンの出現量と有意な正の相関

が認められた（図 4）6）。後述する種別安定 Cs 濃度を考慮

図2：2005年6月、10月、2006年6月のSt.1、2、3における動物プランクトン
生物量（乾燥重量）の昼夜鉛直分布。DW：Dry weight.
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図3：動物プランクトンおよび溶存態137Cs濃度の海域間比較。
破線は濃縮係数が1、10、100であることを示す。CFWW:湿重量ベース濃縮係数。
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放射線防護研究センター　那珂湊支所　研究員
帰山　秀樹

（3）太平洋東北沖における放射性核種の
　  挙動に果たすプランクトンの役割について　

特集／海洋環境放射能ワークショップ「沿岸－外洋域における放射性核種の挙動　観測からモデル構築へ」

帰山　秀樹（Hideki Kiyama）

1. はじめに
海洋に放出された放射性核種の挙動を定量的に把握する

ことは、周囲を海に囲まれた我が国において原子力関連施

設の安全性を科学的根拠に基づき担保する上で重要である。

また、ICRP2007 年勧告において放射線に対する「環境の

防護」という概念が取り入れられたことを受け、海洋環境

放射能研究においても、生態系を含む物質循環の視点から

放射性核種の挙動を明らかにすることは今後の重要な研究

課題であるといえる。これまでの海産生物を対象とした放

射能研究は、その主な目的が漁獲物を消費することによる

ヒトの被爆線量の見積もりであったため、研究対象が漁獲

対象生物である魚類等高次栄養段階生物や海藻類等であっ

た。最も研究対象とされてきた放射性核種の一つである
137Cs についても、海水から生態系へと移行する過程で起点

となるプランクトンに関する先行研究は、バックグランドレ

ベルの高い北欧海域の研究 1, 2）、あるいはチェルノブイリ事

故前後の地中海における研究 3）などに限られ、バックグラ

ンドレベルの低い我が国周辺海域における報告例は極めて

少ない 4）。那珂湊支所では平成 15年度より、太平洋東北沖

を対象海域に放射性核種の動態解明のための総合的な調査

を行ってきた。本稿では、平成 16年度より行ってきたプラ

ンクトンを対象とした研究の主な成果について紹介する。

2. フィールド調査
平成 16 年度より平成 19 年度まで太平洋東北沖において

採取器具（プランクトンネット）の性能試験、改良、微量

元素分析試料の採取を目的に 2回の調査航海（KK-04-10 お

よび KT-05-12 航海）、プランクトンの採取に 4回の調査航

海（KY-05-06、KK-05-10、KK-06-06 および KK-07-06）を

行った。CTD ロゼッタマルチサンプラーによる水深別採

水試料を用い、植物プランクトン現存量の指標であるクロ

ロフィルa 濃度の測定、ならびに種別細胞数の計数を行っ

た。動物プランクトン試料は、閉鎖式プランクトンネット

を用いた鉛直区分採集により群集構造解析試料を、大型プ

ランクトンネットを用い放射性核種分析試料ならびに種

別微量元素分析試料を採集した。

図1：太平洋東北沖における植物プランクトン現存量および分類群組成。
（a）St. 2の水深0、10、20 mにおける植物プランクトン細胞数の分類群組成。
（b）St.1、2、3におけるクロロフィルa濃度の鉛直プロファイル。
観測期間は2005年6月、10月、2006年6月および2007年6月。
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在のところ比較可能なデータがなく、本属カイアシ類の

OVMに伴う 137Cs の鉛直フラックスが海洋環境における
137Cs の挙動に与えるインパクトについて議論を行うこと

はできないが、今後沈降粒子による 137Cs の鉛直フラック

スの実測、ならびに鉛直移動性カイアシ類の生理学的パラ

メータ（摂餌／排泄に伴う 137Cs の移行など）の蓄積により、

鉛直移動性カイアシ類が 137Cs の鉛直輸送に果たす役割を

定量的に議論できるであろう。

5. 動物プランクトンの微量元素の濃度
動物プランクトン群集の 137Cs 濃度分析より、動物プラ

ンクトン群集の 137Cs 濃度は種組成に強く影響を受ける

ことが示唆された。そこで、太平洋東北沖における代表

的なプランクトン種を対象に、種別に安定元素分析を行

い、種特異的濃縮の認められる元素の有無について検討

を行った。分析対象としたプランクトン種は、植食性カ

イアシ類（Neocalanus spp.）、植食性 /雑食性オキアミ類

（Euphausia pacifica）、肉食性端脚類（Themisto spp. およ

びCyphocaris challengeri）の甲殻類プランクトン 4 種、

植食性（ろ過食性）ゼラチン質プランクトンサルパ類およ

び肉食性ゼラチン質プランクトン毛顎類である。試料は湿

式酸分解後、ICP‒AES および ICP‒MS を用い分析した。

本研究で得られた微量元素濃度より求めた濃縮係数（乾燥

重量ベース）について、既報の文献値 10‒12）と比較したとこ

ろ概ね一致したが、プランクトン種の違いにより 1桁程度

のバラツキが認められた（図 5）。例えばオキアミ類およ

び毛顎類は他のプランクトンに比べ Cs の、端脚類 2種は

Sr の、サルパ類はNa、Ca、Mn、Fe、Zn の濃縮係数が、

それぞれ他のプランクトンに比べ高い値であった。特にサ

ルパ類は、好条件が整うと無性生殖により短時間で大量に

増殖し、植物プランクトン等に対して高い摂餌圧を示す。

また、サイズが大きく沈降速度の速い糞粒を産出するため

深層への沈降フラックスに与える影響も大きい 13）。これら

の生態学的特性を考慮すると、サルパ類の大増殖は数日単

位における微量金属元素の循環に大きな影響（濃縮、表面

吸着、再懸濁、沈降粒子の生産など）を与えると考えられる。

このようにプランクトンの種別安定元素分析は、海洋にお

ける放射性核種（あるいは重金属など）の挙動に影響を与

えうるプランクトン種を抽出し、生態学的特性をふまえた

生理学的データの蓄積へと研究を発展させていく上で、有

効なスクリーニング手法であると言える。さらにこれら微

量元素について、動物プランクトンの濃縮係数と海洋にお

ける平均滞留時間を両対数軸上にプロットすると、両者に

高い負の相関が認められる（図 6）11, 12, 14）。これは生物と

反応性が高い（濃縮係数が大きい）元素は海洋における平

均滞留時間が短いことを表していると考えられ、海洋にお

ける微量元素の生物地球化学サイクルの解明という観点か

らも、今後更なる研究の発展が望まれる。
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すると、肉食性ゼラチン質プランクトンである毛顎類の出

現量が動物プランクトン群集全体の 137Cs 濃度に大きな影

響を与えていることが示唆された。また、137Cs 濃度は有

意ではないものの、生息水温と高い正の相関が認められた。

しかしながら、水温の変動は調査海域における水塊の交代

によるものと考えられ、動物プランクトンの 137Cs 濃度に

直接影響を与えていないと考えられる（水理環境の詳細は

本号の青野氏の論文参照）。

深度別動物プランクトンバイオマスデータ（図 2）お

よび動物プランクトン群集の 137Cs 濃度より、水柱インベ

ントリーを求め溶存態 137Cs のインベントリーと比較した

ところ、プランクトンへ移行した 137Cs の存在量は溶存態
137Cs の 10-6 と非常に小さな割合であった（表 1）5）。一方、

植食性カイアシ類の一部には、前述の日周鉛直移動を行う

種や、生活史を通じ表層（水深 150m以浅）から深層（水

深 1000m以深）まで移動する種が報告されている（OVM：

Ontogenetic vertical migration）。その代表種がNeocalanus

属カイアシ類 3種（N. cristatus, N. plumnchrus およびN. 

flemingeri） 7）であり、これら 3種は太平洋東北沖において

も 6月に出現し、表層から深層まで発育段階別に分布深度

が異なっていた 8）。すなわち、6 月の観測において本属カ

イアシ類が表層で成長し、深層へ移動しているタイミング

を捉えたと判断できる。親潮海域における本属カイアシ類

のOVMに伴う年間炭素輸送量は、セディメントトラップ

観測で得られる沈降粒子による年間炭素輸送量に匹敵する

とされている 9）。そこで、動物プランクトンの平均的な体

炭素重量と 137Cs 濃度の比、および親潮海域と太平洋東北

沖の動物プランクトン現存量の比を用い、太平洋東北沖の

水深 1000m における本属カイアシ類のOVMに伴う年間
137Cs 輸送量を見積もると 0.62 mBq/㎡/yr となった 5）。現
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図4：動物プランクトンの137Cs濃度（上段:湿重量ベース、下段:乾燥重量ベース）と甲殻類プランクトン個体数、
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Cruise Station
Considered 
depth strata

137Cs in zooplankton 137Cs in seawater 
Fraction of zooplankton 
137Cs to seawater 137Cs 

(mBq m-2) (Bq m-2) (×10-6)

KY-05-06 3 0-500 m 0.57 788 0.72

KK-05-10 1 0-500 m 0.58 835 0.7

2 0-300 m 0.48 603 0.8

KK-06-06 1 0-500 m 0.87 828 1.05

2 0-300 m 0.29 529 0.55

3 0-1000 m 1.95 753 2.59

表1：動物プランクトンおよび溶存態の137Csインベントリー
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nitzchioides を餌生物として、ふ化後 5－6日目のノープリ

ウス幼生に与え、24 時間の摂食により餌および海水から取

り込まれる 137Cs の濃度を明らかにした（表 2）16）。137Cs の

乾燥重量ベースの濃縮係数は、海水からの取り込みで 20

±6、餌および海水からの取り込みで 30±6 であり、フィー

ルド調査で得られた濃縮係数よりも若干低い値であった。

また、摂食実験におけるT. nitzchioides の単位細胞あたり

の 137Cs 濃度、およびA. franciscana の摂食速度から、A. 

franciscana が摂食により一日に取り込む 137Cs の濃度を見

積もり、A. franciscana 一個体あたりの 137Cs 濃度と比較す

ると、餌の寄与は 23%に相当した。海水のみからの取り込

みによる濃縮係数と、海水および餌生物からの取り込みに

よる濃縮係数の比から餌の寄与率を計算すると 33% にな

り、概ね一致すると考えられる。今後、摂食により取り込

んだ 137Cs が、糞粒として排出される量を明らかにするこ

とで、甲殻類プランクトンの摂食・排泄に伴う 137Cs の移

行について時間軸を含めたパラメータとして表現する予定

である。また、粒子との反応性が高い Pu、Amについての

摂食実験を現在実施している（本原稿執筆時）。

9. おわりに
これまで、海産生物を対象にした放射能研究では扱われ

ることの少なかった動・植物プランクトンを対象に、平

成 16 年度より基礎的なデータを整備してきた。これらの

成果を物理・化学的知見と組み合わせることで、海洋に

おける放射性核種の物質循環を定量的に表現（あるいは

予測）するためのモデルの構築に貢献できると考えてい

る。しかしながら、室内実験データの不足、137Cs 以外の

核種についてのデータなど、今後の研究課題も多く残され

ており、地道に研究を続けていく必要がある。本事業は文

部科学省エネルギー対策特別会計事業による委託業務とし

て実施した。また平成 18 年度理事長調整費萌芽的研究お

よび東京大学海洋研究所による学術研究船淡青丸共同利用

（KT0512 航海）による成果も含まれている。
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表2：摂食実験における餌生物（Thalassionema nitzchioides）および
捕食者（Artemia franciscana）の体サイズ（細胞体積および乾燥重量）、137Cs濃度、および濃縮係数

Body size 137Cs in organism Concentration factor

T. nitzchioides 4 ± 0.9 µBq cell-1

1580 µm3 2530 ± 570 Bq mL-1 6 *

0.6 ngDW 7140 ± 2700 Bq gDW-1 17 **

A. sarina 205 ± 64 mBq ind-1

16.8 µgDW 12070 ± 2560 Bq gDW-1 30 **

図8：海水からの取り込み実験における飼育海水（上段）
および動物プランクトンArtemia franciscana（下段）
の57Co、137Cs濃度の経時変化。

*：体積換算濃縮係数（VCF）、**：乾燥重量ベース濃縮係数（CFDW）.

6. 室内実験
動物プランクトンに比べ、さらにサイズの小さな植物プ

ランクトンのフィールドデータを取得することは極めて困

難なため、室内実験により基礎的データの収集を行った。

また、動物プランクトンに関するフィールドデータは、観

測を行った瞬間のスナップショット的情報であり、時間軸

を含む情報を得ることができない。そこで、室内実験によ

り時間軸を含むパラメータ（摂食による放射性核種の取り

込み）を収集した。

7. 植物プランクトンによる海水からの
放射性核種の取り込み・吸着
54Mn、57Co および 137Cs を添加した海水強化培地に

珪藻類（Chaetoceros didymus およびThalassionema 

nitzchioides）を加え、温度、光強度、明暗周期の制御され

たインキュベータ内で培養した。一定時間おきに細胞数の

計数および放射能の測定を行い、植物プランクトンの増殖

に伴う単位細胞あたりの放射性核種濃度の変化を明らかに

した 15）。図 7に細胞数と濃縮係数の経時変化を示す。植

物プランクトンの濃縮係数は体積換算濃縮係数（VCF： 

Volume concentration factor）を用いた。VCFは対数増殖

期、定常期においてほぼ一定の値であったが、死滅期に高

くなる傾向が伺えた（特にC. didymus の 137Cs）。死滅期

におけるVCFの上昇は、放射性核種の細胞表面への吸着、

排泄機能の低下、バクテリアの影響等が考えられる。しか

しながらC. diddymus の細胞を加熱処理し、活性を失った

細胞について同様の実験を行ったところ、死滅細胞の濃縮

係数は対数増殖期と同程度であった（VCF：137Cs；4.1±2.5、
57Co；236 ± 81）16）。以上の結果より、植物プランクトンに

よる放射性核種の取り込みは非常に小さく、加熱処理細胞

においても同程度であったことより、細胞に含まれる放射

性核種の大部分が吸着によるものと考えられる。なお、死

滅期に認められた放射性核種の濃度上昇については今後更

なる検討が必要であろう。

8. 動物プランクトンによる海水および
餌生物からの放射性核種の取り込み・吸着
動物プランクトン群集において、数・量ともに優占する

甲殻類プランクトンに関する知見を得る目的で、トレー

サー実験にはArtemia franciscana を用いた。摂餌を行わ

ないふ化直後のノープリウス幼生を、137Cs および 57Co を

添加した人工海水で飼育、24－72 時間後における放射

性核種の濃度を測定することで、海水からの放射性核種

の取り込みを明らかにした。A. franciscana の 137Cs 濃度

は実験期間を通し一定であり、24 時間以内に海水とA. 

franciscana の間で平衡状態になると考えられる。一方、
57Co が平衡状態に達するには 48 時間を要すると考えられ

た（図 8）16）。また、137Cs を添加した培地にて増殖させたT. 
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（4）沿岸域における放射性核種の
　  海産生物への移行について

（財）電力中央研究所
環境科学研究所　上席研究員
立田 穣 立田　穣（Yutaka Tateda）

1. 沿岸生物への放射性核種の移行挙動予測モデル
海産生物中放射性核種濃度の長期間における予測は、

海水と生物の間の放射性核種の分配が定常状態にあるこ

とを前提とした濃縮係数を用いて行われてきた 1）。我が国

におけるこれまでの環境放射能の調査分析結果から、実

測された海産生物中の放射性核種濃度は、濃縮系数を用

いて予測された値の範囲内にあり、濃縮係数法の信頼性

が極めて高いことが示されている 2）。これに対して、チェ

ルノブイリ事故のような放射性核種の環境への放出につ

いては、沿岸水などへの放射性核種の導入が短期間に起

こり、かつ導入量も短時間に変化する。このような非定

常状態における海産生物中の放射性核種濃度の予測には、

濃縮係数法は適していないため、短期間の海産生物中放

射性核種の濃度予測法の検討は、緊急時対応計画の策定

のためにも重要である。沿岸域への放射性核種の短期間

の導入条件における、海産生物中の放射性核種濃度の時

間的変化の予測については、海水および、沿岸域の食物

連鎖を想定した餌生物からの移行を含み、かつ最も移行

係数の実験データの豊富な 137Cs 用いた単純化されたモデ

ルの構築から始められた 3、4）。この移行挙動予測モデルは、

植物・動物プランクトンおよび日本沿岸域に生息する典

型的な底生生物を対象として、これまでの 137Cs などの放

射性トレーサー実験の蓄積データを元に、海水と生物相

互の放射性核種の移行係数である取り込み速度係数・排

泄速度係数・消化管吸収係数・摂餌率を用いて短期間の

非定常状態における海産生物中の 137Cs 濃度が計算できる

ように組み上げた生物移行計算モデルである5）。このよう

な移行速度係数を用いた生物モデルによる、海産生物中

の放射性核種濃度の短期間の予測はいくつか試みられて

きたが、いずれも少ない移行経路と栄養段階に限られて

いた 6-9）。 

Tateda et al.（1998）10）では、この生物移行モデルと、

沿岸域への放射性核種の導入後の拡散や流れによる移動、

および植物・動物プランクトン・無機物・有機物懸濁粒

子中の放射性核種と海水中の相互移行、さらに粒子の沈

降による放射性核種の堆積物への移行を含む拡散・移流

と物理挙動モデルとを組み合わせ、同時に計算すること

で、沿岸域における短期間の放射性核種の導入に対する、

海産生物中の137Cs濃度の時間的変化を計算する手法とし、

水平・鉛直方向における海水中の時間的変化とそれに応

じた定着生物や遊泳生物中の放射性核種濃度の予測計算

を可能にしている。ここでは、このような沿岸生物への

放射性核種の移行予測モデルの理論的構造を概括し、予

測された結果について整理する。

2. 移行挙動予測モデルの構造
生物移行挙動予測モデルは、日本の沿岸生物の食物連

鎖における放射性核種の移行を想定したコンパーメント

モデルであり、沿岸生物中の 137Cs 濃度の時間的変化を模

擬計算できるように構築されている。主要部分は、海水・

植物プランクトン・動物プランクトン・デトリタス・デト

リタス食者・プランクトン食無脊椎動物・底生魚・海藻・

藻食無脊椎動物・プランクトン食魚・肉食無脊椎動物・肉

食魚の 12 のコンパートメント、およびデトリタスのサブ

モデルとして、陸起源デトリタス・海藻起源デトリタス・

動物プランクトン糞粒・外殻の 4つのコンパーメントから

なる。各コンパートメント間の関係は、日本沿岸の典型的

な食物連鎖関係や、沿岸域における代表的な物質移行関係

で決められている。沿岸域への放射性核種導入後の各コン

パートメントにおける経時的 137Cs 濃度は、海水および餌

生物の経時的 137Cs 濃度変化に応じて決まる。また、一般

に餌生物は小型であるため代謝速度が速く、137Cs 濃度の

変化もこれに応じて速いため、餌生物の大きさの差による
137Cs 濃度の違いが再現できるように餌生物における移行

速度係数が与えられている。なお、予測は短期間を想定し

ているため、各コンパートメント生物の成長による変化は

ないものと仮定されている。

海水とデトリタスおよび海底土のコンパートメントで

は、海水中の放射性核種濃度の低下に応じたデトリタスや

海底土からの溶解が計算できるようにしてあり、また海

－沿岸域の海産生物への移行挙動予測モデル－
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4. 短期間の導入における
放射性核種濃度の時間的変化
短期間の導入における沿岸の海藻・底生魚類・頭足類中

の 137Cs 濃度の時間的変化を模擬計算した結果、以下のよ

うな事が示されている。沿岸域では、潮汐に伴う流れの方

向の変化があり、当然ながら流向の頻度が高い沿岸域に生

息する底生生物中の 137Cs 濃度は高くなることが示された

が、底生魚類では 137Cs 濃度はきわめてゆっくりとしか高

くならない代わりに、海水への放射性核種の一時的な導入

が止まっても、食物連鎖に伴う餌生物中からの 137Cs の移

行により、ゆっくりと上昇することがモデル計算結果か

ら示されている。沿岸域に生息する定着性の海藻や遊泳性

の頭足類については、海水への放射性核種の一時的な導入

が止まった後は、すみやかに 137Cs 濃度が低下することが

モデル計算から模擬され、沿岸生物中の 137Cs 濃度の時間

的変化は、放射性核種の各沿岸生物への移行速度や排出

速度の差と、食物連鎖を通した放射性核種の移行の寄与

度の影響が大きいことが示されている。模擬計算結果で

は、10 日間の一時的導入に対しては、定着性の沿岸底生

魚類中の 137Cs 濃度は、50 日後に最大になることが示され

ている。しかしながら、その濃度は、10 日間の一時的導

入が海水中の 137Cs 濃度を最大 2mBq/L 追加的に上昇さ

せたとしても、これに対応して起こる沿岸魚類中の 137Cs

濃度の追加的上昇は 30mBq/kg（生）にしか達せず、魚類

の 137Cs の一般的な濃縮係数 100 に対して +15% しか寄与

しないことがわかる。その他の海藻や頭足類については
137Cs 濃度は 3～5 mBq/kg（生）上昇するだけであり、現

在の日本の沿岸生物中の 137Cs 濃度の範囲 20～30mBq/kg

（生）に比較して、+10 ～25% の上昇しか寄与しないこと

が同様に示されている。

一方で、これらの模擬計算結果は、予期しない一時的

導入がある場合の緊急時対応において、以下のような必

要性があることを示している。すなわち、例え導入が短

期間であっても、魚類中の 137Cs のような食物連鎖を通し

た取り込みやゆっくりした排出速度係数をもつ放射性核

種の場合は、1 年間の期間内にその濃度が最大に達する

可能性があることから、比較的短期間の定期的なモニタ

リングが必要であること、および、このような期間中は、

海水と生物中の放射性核種濃度比は経過時間に応じて変

化することから、海水中の放射性核種が検出されなくて

も、沿岸生物中の放射性核種濃度のモニタリングは必要

であること、が示されている。

5. 今後の課題
実験で取得された放射性核種の移行係数、および検証

のための沿岸環境と海産生物中の放射性核種濃度の観測

値は、必ずしもすべての生物種あるいは様々な核種につ

いて、十分なデータと知見が蓄積されているわけではな

い。最もデータが整備されている 137Cs についても、植物

プランクトン・動物プランクトン、および水中懸濁有機物・

無機物粒子）と海水との放射性核種の相互間の移行係数

は、これまで必ずしも十分ではなかったが、Kaeriyama

ら 11）によって、プランクトンにおける 137Cs の観測データ

や移行係数が整備されつつあることは、非定常移行挙動

予測モデルの完成に貢献すると期待される。一方、動植

物プランクトンから生成する粒子状有機物や、沿岸の陸

域から流入する陸起源有機物粒子、あるいは、無機懸濁

粒子と海水中放射性核種の相互作用については、長期的

な分配係数に関する観測データやラジオトレーサーを用

いた評価に対して、非定常移行挙動計算に用いることが

可能な移行係数パラメータのデータは多くはないことか

ら、モデルを用いた挙動予測の精度向上のためには、こ

れらに関する今後の研究の進展が待たれる。また、137Cs

に引き続いて、比較的観測データや移行係数に関する知

見が少なくない 99Tc についても、モデルを用いた沿岸生

物への挙動予測法の構築が望まれる。

非定常・遷移常態における放射性核種の移行挙動予測

モデルは、放射性核種のみならず、沿岸の微量汚染物質（例

えば、重金属など）について、対応するラジオトレーサー

が存在する場合は、沿岸生物中汚染物質濃度の時間的変

化の予測に応用が可能である。特に、近年経済発展の著

しいアジア・インド沿岸では、原子力その他エネルギー

利用の発展と呼応する環境保全対策の充実が実用であり、

我が国においてこれまで蓄積・発展してきた環境放射能

や沿岸汚染物質の移行挙動の科学的データ取得や評価法

の知見の共有は、重要な国際的貢献となるであろう。
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る。

構築されたモデルの構造やパラメータの組み合わせの

正しさは、まず、計算時間を無限大に近くした場合の海

産生物と海水中の 137Cs 濃度計算値に基づく予測濃縮係数

と、実際に観測されている日本沿岸の海産生物および海水

中の 137Cs 濃度による濃縮係数の経験的データセットとの、

平衡状態での比較により検証することができる。平衡状態

におけるモデルの検証結果では、計算値に基づく濃縮係数

は、経験的濃縮係数の範囲とほぼ一致し、定常状態におけ

るモデル計算結果はほぼ正しいことが示された。また、こ

の生物移行挙動予測モデルの本来の目的である遷移状態

あるいは非定常状態における計算結果の検証は、チェルノ

ブイリ事故で日本沿岸に飛来・降下した 137Cs により、経

験的に得られている海藻・魚類・海水中の 137Cs 濃度の時

間変化のデータセットを用いて行われ、同様に計算による

予測値が、観測値にほぼ近いことで確認できた。

3. 模擬計算
沿岸域への 137Cs の一時的導入を模擬して、沿岸方向

45km、沖合方向 15km、水深 10 から 200m の模擬海域

を想定し、沿岸 23km、沖合 3km 地点の水深 30m に、

10 日間の期間で合計 1.9 TBq が導入された場合の、沿岸

生物中 137Cs 濃度の時間的変化が模擬計算されている 10）。

ここでは、海藻、底生魚類、頭足類について、夏季と冬

季の季節条件で模擬計算されている（図）。
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図：非定常・遷移常態における沿岸生物中の137Cs濃度の予測計算結果（上から：
海水、イカ、コンブ、ヒラメ：赤は夏季、青は冬季環境条件で計算）。
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（5）海水、懸濁粒子、沈降粒子および堆積物中の
　  プルトニウム同位体の分布と挙動

放射線防護研究センター
環境放射線影響研究グループ　海洋動態解析研究チーム　チームリーダー
山田 正俊

1.はじめに
プルトニウム（Pu）は、原子番号 94 番の元素で、13 の

同位体がある。そのうち、環境中に存在する主な同位体は、
238Pu（半減期：87.7 年）、239Pu（半減期：2.413 × 104 年）、
240Pu（半減期：6.563 × 103 年）、241Pu（半減期：14.36 年）

である。海洋、特に北太平洋におけるプルトニウムの主要

な起源は、大気圏核実験によるグローバルフォールアウト

とマーシャル諸島ビキニ環礁等での水爆実験による局地的

フォールアウトである。これらの核実験は、主に 1950 年

代から 1960 年代前半に行われ、50 年前後経過しているが、

海水中では未だ定常状態に到達していない。そこで、海水

中でのプルトニウム濃度、鉛直分布のパターンおよび同位

体比の中・長期的変化を把握することにより、プルトニウ

ムの海洋での循環過程や粒子によるスキャベンジング過程

を解明することが期待できる。
 240Pu/239Pu 同位体比は、原子炉のタイプ、使用する核

燃料の種類や燃焼時間、核兵器のタイプなどによって異

なることが知られており1）‒13）（表 1 参照）、環境試料中

の同位体比の測定からその起源と輸送過程を推定するの

に有効である。例えば、グローバルフォールアウト起源

の 240Pu/239Pu 同位体比は 0.181、2）、ビキニ水爆実験起源

は 0.30 ～ 0.34 3、4）、長崎に投下された核爆弾は 0.03 前後

である 3、12、13）。

本稿では、我々が行った日本周辺海域における海水・懸

濁粒子・沈降粒子および海底堆積物中のプルトニウム濃度

と同位体比の分布を紹介し、その起源と挙動について概説

する。

表１：いろいろな起源による240Pu/239Pu同位体比とPu濃度の違い

Dynamic Prediction of 137Cs Concentration in 

Marine Organism. in CRIEPI Rep. U94056. p. 57, 

1997 (in Japanese).

4) Tateda, Y.: Basic Model for the prediction of 
137Cs Concentration in the Organisms of detritus 

Food Chain. in CRIEPI Rep. U97022. p.28, 1997 (in 

Japanese).

5) Tateda, Y. et al.: Modelling of 137Cs concentration 

change in organisms of the Japanese coastal 

food chains. International Symposium on Marine 
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図4：
①沿岸域のStn.2における小粒子態
（青）および大粒子態（赤）Pu濃度
（mBq/㎥）の鉛直分布
②沖合域のStn.7における小粒子態
（青）および大粒子態（赤）Pu濃度
（mBq/㎥）の鉛直分布
③Stn.2における小粒子態（青）お
よび大粒子態（赤）240Pu/239Pu同
位体比の鉛直分布
④Stn.7における小粒子態（青）お
よび大粒子態（赤）240Pu/239Pu同
位体比の鉛直分布

図３：
①懸濁粒子試料採取地点（赤丸） ②現場型超大容量海水ろ過濃縮システムの船上での外観
③採取した大粒子試料：> 70 μm ④小粒子試料：1～70μm
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2.海水中の239+240Pu濃度と240Pu/239Pu同位体比
2.1.西部北太平洋における表面水中の同位体比

西部北太平洋およびその縁辺海における表面水中の
240Pu/239Pu 比は、グローバルフォールアウト起源の比であ

る 0.18 に比べ、有意に高い 0.20～ 0.25 であった（図 1）。

特に、南シナ海、スールー海、セレベス海などの東南アジ

アの海でも高い値が観測された。これは、マーシャル諸島

ビキニ環礁等での水爆実験による局地的フォールアウト

起源のプルトニウムが、北赤道海流によってフィリピンの

東に運ばれ、さらに黒潮となりその一部がルソン海峡・ミ

ンドロ海峡を越え流入したこととインドネシア通過流に

よると推定される（Yamada et al., 2006）14）。また、日本

海および青森県太平洋沿岸においてもグローバルフォー

ルアウト比より高く、黒潮から枝分かれした対馬海流、津

軽暖流によってビキニ起源のプルトニウムが輸送されて

いる。なお、青森県の大型核燃料再処理施設本格稼働前の

バックグランドの同位体比も、グローバルフォールアウト

比より高い 0.23 を示した（Yamada and Zheng, 2008）15）。

2.2.239+240Pu濃度と同位体比の鉛直分布

海水中の Pu 濃度と 240Pu/239Pu 同位体比の鉛直分布の

一例として、相模湾における結果を図 2に示す。Pu 濃度

は中層に極大がある分布を示し、海水柱中の全蓄積量は、

41.1 Bq m-2 であった。この値は、グローバルフォールア

ウト量の 42.2 Bq m-2 とほぼ同じである。また、240Pu/239Pu

同位体比は、表層から海底直上まで一定の値を示し、その

平均は 0.234 ± 0.004 であった。相模湾には、黒潮・北太

平洋中層水・太平洋深層水の 3つの水塊が存在するが、30

～ 40 年の時間が経過して、起源の異なるプルトニウムが

これらの水塊の中で均一化していることが分かった。海水

が表層から海底直上まで短期間に一気に混合したとは考え

られないから、相模湾表層で粒子によってプルトニウム

が取り込まれ、中層で再生したことによるといえる。グ

ローバルフォールアウト起源とビキニ起源の 2つのエンド

メンバーの混合によるとして、それぞれの寄与率を求める

と、海水柱中の全蓄積量の 37%にあたる 15.2 Bq m-2 がビ

キニ起源であった。また、残りの 25.9 Bq m-2 がグローバ

ルフォールアウト起源となり、これはグローバルフォール

アウト量（42.2 Bq m-2）の約 60%に相当する（Yamada et 

al., 2007）16）。相模湾の海底堆積物柱中の全蓄積量は 191 

Bq m-2 であり（Yamada and Nagaya, 2000）17）、グローバ

ルフォールアウト量（42.2 Bq m-2）の 4.5 倍に当たる量が

すでに堆積していることになる。

3.懸濁粒子中の239+240Pu濃度と240Pu/239Pu同位体比
「沿岸 - 外洋域における放射性核種の動態の総合的

調査研究」において得られた懸濁粒子中の Pu 濃度と
240Pu/239Pu 同位体比の結果を紹介する。全体の概要は、本

号の青野辰雄、日下部正志の論文を参照されたい。本稿

では、2005 年 6 月下旬～ 7 月上旬にかけて、青森県と

岩手県の沖合海域で行った調査航海（図 3）の結果を示す
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図１：西部北太平洋およびその縁辺海における表面水中の240Pu/239Pu
同位体比の分布
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図２：相模湾における海水中のPu濃度（赤丸）と240Pu/239Pu同位体比（緑丸）
の鉛直分布。点線は、グローバルフォールアウト比の0.181,2）とビキニ核実験ブ
ラボーの0.3383）を示す。

28 放射線科学　Vol.52  No.3   2009

特
集　

海
洋
環
境
放
射
能
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
「
沿
岸

－

外
洋
域
に
お
け
る
放
射
性
核
種
の
挙
動　

観
測
か
ら
モ
デ
ル
構
築
へ
」

29放射線科学　Vol.52  No.3   2009

P
lu

to
n

iu
m

 iso
to

p
es in

 seaw
ater, su

sp
en

d
ed

 p
articles, settlin

g
 p

articles an
d

 m
arin

e sed
im

en
ts: d

istrib
u

tio
n

 an
d

 b
eh

avio
r



より高く、生物生産がより活発な沿岸域においてプランク

トンの寄与により、大粒子態Puが希釈されている。さらに、

懸濁粒子濃度と Pu 濃度には逆相関がみられ（図 6）、小粒

子態と大粒子態では、粒子の比表面積の違いにより、粒子

による Pu 濃度の希釈の割合が異なり、大粒子態の方がよ

り顕著であることが分かった。

4.沈降粒子中の239+240Pu濃度と240Pu/239Pu同位体比
海洋におけるプルトニウムの移行メカニズムを解明する

ために、沈降粒子中の Pu濃度と 240Pu/239Pu 同位体比を測

定し、粒子による沈降除去過程を研究した。ここでは、南

西諸島東方海域で行ったセジメントトラップ実験の結果を

紹介する（Zheng and Yamada, 2006a）20）。セジメントト

ラップとは、ロート型の捕集容器を海中の一定水深に係留

設置し、捕集瓶を取り付けたターンテーブルを任意の時間

毎に回転し、その設定期間毎に海水中の沈降粒子を捕集す

る装置である（図 7）。

沈降粒子中の Pu濃度は、設置した水深および季節によっ

ても異なり（図 8）、水深 1373mで 5.41 ± 0.17 mBq/g、水

深 1779mで 3.38 ± 0.08 mBq/g の平均値であった。また、

Pu の粒子束は大きな季節変動がみられ、特に水深 1779m

で顕著であった。Pu の平均粒子束は、667mで 0.03 mBq/

㎡/day（図は示していない）、1373m で 0.36mBq/㎡/day、

1779 m で 0.62 mBq/㎡/day と水深が深くなるにつれて増

加した。さらに、Pu 粒子束と全粒子束との間に相関がみ

られた（r2 = 0.973）。これらのことから Pu の沈降除去は、

全粒子束に強く支配されていることが明らかになった。

沈降粒子中の 240Pu/239Pu 同位体比は、設置した水深およ

び季節によらずほぼ一定の比を示し、水深 1373mで 0.226

図8：①南西諸島東方海域における沈降粒子中のPu濃度の時系列変動　②Pu粒子束の時系列変動　③240Pu/239Pu同位体比の時系列変動。
青は水深1373 m、赤は水深1779 mを示す。
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集装置）の外観
（下）採取した沈降粒
子試料

① ② ③

（Okubo et al.,2008）18）。Pu 用の懸濁粒子試料は、現場

型超大容量海水ろ過濃縮システムを用いて、サイズ別（大

粒子：> 70μm、小粒子：1 ～ 70μm）に採取した。

沿岸域の Stn.2 における Pu 濃度は、小粒子態で 0.033 

～ 0.098 mBq/㎥（平均：0.067 ± 0.020 mBq/㎥）、大粒子

態で0.016～ 0.030 mBq/㎥（平均：0.019±0.004 mBq/㎥）

であった（図 4）。また、沖合のStn.7 では、小粒子態で 0.032

～ 0.093 mBq/㎥（平均：0.064 ± 0.022 mBq/㎥）、大粒子

態で0.009～ 0.042 mBq/㎥（平均：0.020± 0.006 mBq/㎥）

であり、両測点間に有意の差はなく、小粒子態 Pu の方

が、大粒子態に比べ高い濃度であった。この海域における

海水中の全 Pu 濃度は、表層で約 5 mBq/㎥、水深 500m 

～ 1000m で 20～ 25 mBq/㎥であることから（Shima et 

al.,2006）19）、粒子態 Pu（小粒子態 Pu + 大粒子態 Pu）の

占める割合は、表層で約 2 %、深層では 0.3 ～ 0.4 % と小

さい。ポンプの吸引力が強すぎて粒子がろ紙の目を抜けて

いるのかもしれないが、詳細は不明である。
 240Pu/239Pu 同位体比は、沿岸域および沖合域ともに、ほ

ぼ一定の鉛直分布を示した（図 4）。Stn.2 では、小粒子態

で 0.196～ 0.239 （平均：0.224 ± 0.012）、大粒子態で 0.212

～ 0.231（平均：0.218 ± 0.002）であった。また、Stn.7 では、

小粒子態で 0.218～ 0.233（平均：0.227 ± 0.003）、大粒子

態で 0.219～ 0.244（平均：0.228 ± 0.005）であり、測点間

およびにサイズの違いによる有意の差はなかった。

小粒子態および大粒子態の Pu濃度（比放射能、mBq/g）

と懸濁粒子濃度の鉛直分布を図 5に示す。沿岸域において

は、小粒子態 Pu（平均、2.08 ± 1.04 mBq/g）の方が大粒

子態 Pu（平均、1.34 ± 0.35 mBq/g）に比べ高い比放射能

を示したが、沖合域においては逆に大粒子態 Pu（平均、3.54

± 0.76 mBq/g）が小粒子態 Pu（平均、1.67 ± 0.92 mBq/g）

図5：
①Stn.2における小粒子態（コバル
トブルー）および大粒子態（オレンジ
色）Pu濃度（比放射能：mBq/g）の
鉛直分布
②Stn.2における小粒子態（青）お
よび大粒子態（赤）の懸濁粒子濃
度の鉛直分布
③Stn.7における小粒子態（コバル
トブルー）および大粒子態（オレンジ
色）Pu濃度（mBq/g）の鉛直分布
④Stn.7における小粒子態（青）お
よび大粒子態（赤）の懸濁粒子濃
度の鉛直分布
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± 0.010、水深 1779mで 0.227 ± 0.007 の平均値であった。

グローバルフォールアウトとビキニ核実験という 2つの起

源をもつ Pu が、水深や季節、全粒子束に関係なく、一様

に沈降していることになる。

5.海底堆積物中の239+240Pu濃度と240Pu/239Pu同位体比
海底堆積物を調べることの利点は、その中に記録されて

いる過去の情報を得ることができることである。そこで、

東シナ海、日本海、オホーツク海、相模湾、西部北太平洋

等の日本周辺海域から採取した海底堆積物柱状試料 30 本

について、Pu 濃度と 240Pu/239Pu 同位体比の測定を行った

（Zheng and Yamada, 200421）, 200522）, 2006b23）：Wang and 

Yamada, 200524））。一例として、東シナ海と沖縄トラフ

における平均 240Pu/239Pu 同位体比、堆積物柱中の全蓄積

量およびビキニ核実験起源の Pu の割合（%）を表 2 に示

す。240Pu/239Pu 同位体比は、0.248～0.290 と高い値を示

し、堆積物柱中の全蓄積量のデータからグローバルフォー

ルアウトによる量以上の Pu が堆積していることが分か

り、ビキニ核実験起源が 46%～ 67% 含まれていた 24）。日

本周辺海域全体の結果から、海域により 239+240Pu 濃度と
240Pu/239Pu 同位体比が異なり、東シナ海や相模湾では堆

積しているプルトニウムのうち、約 50% がビキニ核実験

起源であった。また、日本海で約 20%、オホーツク海で

は約 10% であった。西部北太平洋（釧路沖）は、グロー

バルフォールアウト起源のみであった。相模湾から採取

した海底堆積物では、1950年代に堆積したところに高い
240Pu/239Pu 同位体比がみられ、ビキニ核実験の汚染の跡が

記録されていることを特定し、ビキニ環礁付近から北赤道

海流・黒潮によってプルトニウムが運ばれ、比較的速やか

に堆積したことを明らかにした 21）。日本周辺海域におけ

るプルトニウムの汚染源推定にプルトニウム同位体比が

有効であること、海洋におけるビキニ起源のプルトニウム

の移行に北赤道海流・黒潮・対馬海流などの海流が重要で

あることが明らかになった。

6.おわりに
日本周辺海域における海水・懸濁粒子・沈降粒子および

海底堆積物中の 239+240Pu 濃度と同位体比の分布を紹介した

が、懸濁粒子と沈降粒子中の 240Pu/239Pu 同位体比のデー

タは世界で初めてのものである。海洋における Pu のダイ

ナミクスを定量的に示すために、外洋のデータを含め、今

後さらにデータの蓄積が必要である。
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表2：東シナ海と沖縄とラフの堆積物における平均240Pu/239Pu比、
全蓄積量とビキニ核実験起源の割合（%）24）
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2 参照）の鉛直多層から採取した海水（深度 500m 以浅を

上層、以深を下層と呼ぶ）について、塩分と 90Sr 濃度の関

係を示した。また、比較のため他のモニタリング海域（以

下、14 海域とよぶ）の表層水（ここでは 100m 以浅を表層

としている）の値を併記した。上層水以浅に着目すると、
90Sr の濃度および塩分は津軽海域と、14 周辺海域表層水

では同程度であるが、襟裳海域では何れもそれらより低

かった。襟裳海域上層水では、塩分の低い親潮の影響が

強く及んでおり、同時に 90Sr（137Cs でも同様）の濃度が低

い。また、津軽海域で採取した試料の一部に塩分と 90Sr

濃度が同時に低くなる結果を得ており（図中↓）、これは

親潮の影響が津軽海域にも及んだ例と解釈される。従っ

て、津軽、襟裳両海域に挟まれた青森海域の上層では、

両海流の影響度合いにより、塩分と 90Sr 濃度が変動する

ことがあり、図 3中に併記した青森海域の測点AM10（位

置は図 2）の観測例では、上層水の配置が 5月に親潮寄り、

9 月に津軽暖流寄りに変化しており、各海流の影響の状況

を示唆している。

4.表層水の137Cs、90Sr濃度の経年変動
図 4、5 に 1984 年から 2004 年に至るまで実施されたモ

ニタリング調査結果から日本周辺海域および青森海域表

層水（100m 以浅）の 137Cs、90Sr 濃度の経年変化を示した。

図中、1986 年にチェルノブイリ事故にともなう 137Cs 濃

度の一時的な跳躍が認められるが、これを除けば、137Cs、
90Sr いずれの濃度も指数関数的な下降傾向が認められる。

指数関数近似から推定した半減期（以下、見かけの半減期

とよぶ）は、137Cs、90Sr ともに 16～17 年であり、何れも

物理的崩壊にともなう半減期より短く、実際の海洋中で

は、拡散や粒状物への吸着など、物理的崩壊以外の除去効

果が付加されることを反映したものと考えられている。

5.137Cs/90Sr比
日本周辺表層水（100m以浅）中の137Cs/90Sr比

図 6は 4 節と同様、1984 年から 2004 年に至るまで実施

されたモニタリング調査結果から日本周辺海域（14 海域お

よび青森海域表層水（100m 以浅））のデータを元に求めた
137Cs、90Sr の関係を示している。両者の間には明らかに直

線性が認められ、その勾配は約 1.4 となっている。この結

果は、日本周辺海域の 100m 以浅における 137Cs/90Sr 比は

調査時期、場所によらず概ね一定（約 1.4）であることを示

表1：分析対象核種の分析方法および検出目標レベル

90
Sr
濃
度（
m
Bq
/l
）

塩分（psu）

3

2

1

0
32.0 32.5 33.0 33.5 34.0 34.5 35.0

14海域表層水（100m以浅）
津軽海域
襟裳海域
青森海域（測点AM10、5月）
青森海域（測点AM10、9月）

下層水

上層水

図３：塩分と90Sr濃度の関係

1.はじめに
今回のワークショップでは日本沿岸から外洋域における

放射性核種の挙動を説明するモデル構築を念頭に置き、放

射線医学総合研究所（放医研）が行ってきた観測結果をど

のように活用するべきか、また今後の観測へ反映させてゆ

くか等の議論がなされた。本報では（財）海洋生物環境研

究所（海生研）がこれまで実施してきた海水・海底土の観

測結果について紹介するとともに、モデルの構築へどのよ

うな示唆をもつか考察する。

2.原子力施設沖合調査の概要
海生研では 1984 年より、全国の原子力施設立地県沖合

に設けた 15 個所の調査海域（図 1）にて、毎年春に（青森

海域では秋にも）海面下 1mと海底直上（10～ 20m）の海

水および、海底土を採取している（以後、モニタリング調

査と呼ぶ）。モニタリングの対象核種は過去の核実験で環

境中に導入され、現在も検出されるレベルで存在する 90Sr

（半減期 28.7 年）、137Cs（半減期 30.0 年）、239+240Pu（半減期
239Pu、24.1 千年、240Pu、6.5千年）等（これらは原子炉内で

も生成される）であり、物理的半減期が比較的長く、環境

影響が長く継続するとされる物質である。また、モニタリ

ング調査結果を解釈する上で必要な補完データを得るた

め、後述する海流の影響等を考慮し対照測点を設け（図 2）、

鉛直多層採水等を実施している（以下、支援調査とよぶ）。

採取試料は日本分析センターにて、それぞれ文部科学省

放射能測定法シリーズに基づいて分析されている。モニタ

リング調査では環境中の濃度推移を把握することを基本目

的とし、分析供試量、計測方法・時間等を選定している（表

1参照）。また、支援調査では、より濃度レベルの低い深

部の試料を対象に供試量、計測時間を増加するなどの措置

をとり、検出目標レベルをさらに下げる試みを行っている。

3.海流によって異なる137Cs、90Sr濃度
核燃料サイクル施設の沖合い（図 1_No.02；青森海域）

では、水温・塩分の変動とともに 137Cs、90Sr 濃度が変動す

る現象が認められている。当該海域には黒潮系の海流であ

る津軽暖流（高温、高塩分）と、北方に起源をもつ親潮（低

温、低塩分）が影響を及ぼすことが知られており、各海流

の影響を評価するため津軽海域、と襟裳海域を設定し、そ

れぞれに支援調査海域を設けている（図 1）。

図 3では津軽、襟裳各海域内と、青森海域の測点 10（図
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図１：日本周辺海域の海流と調査海域
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図２：支援調査測点
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（6）日本周辺海域における人工放射性核種の
　 濃度分布と経年変化について
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ング調査の 2倍に増量し、検出器による検出時間を可能な

限り延長するなどにより、137Cs、90Sr 分析精度を向上させ

ている。

図 8は支援測点における、表層から海底直上に至るまで

の 137Cs/90Sr 比の鉛直分布を示している。青森沖～茨城沖、

および四国沖の太平洋岸に配置した測点の深度 1000m 以

深では、137Cs/90Sr 比が 1 以下になっており、一方、日

本海に配置した測点では太平洋岸配置測点に認められた
137Cs/90Sr 比の減少は明確では無いことがわかる。

この結果から、移行のメカニズムは明らかではないが、

太平洋岸の深度 1000m以深では、90Sr が 137Cs よりも多く

存在している可能性が示唆されている。

6. 239+240Pu
 239+240Pu の鉛直分布は 90Sr、137Cs と大きく異なっており、

表層近傍では濃度が低く、亜表層に濃度極大層（以下、Pu

極大層と呼ぶ）が存在する栄養塩類型の分布を示している。

これは、海洋中での移行プロセスにおいて 90Sr、137Cs に比

べ生物起源粒子との相互作用（取り込み、吸着および粒子

分解に伴う溶解）による鉛直輸送効果が大きいことが主因

と考えられる。

以下、1994 年以降、襟裳海域から開始された鉛直分布

調査結果から、239+240Pu 濃度分布と経年変化を紹介する。

239+240Pu濃度の鉛直分布と経年変動

図 9に支援測点（図 2）にて観測された 239+240Pu 濃度の鉛

直分布を示した。何れの海域も 239+240Pu 独特の鉛直分布が

認められ、Pu 極大層は深度 500～1000mに存在している。

茨城海域では深度 500m 以浅に時折突出した値（Pu ジャ

ンプと呼ぶ）が現れる場合もある。

襟裳海域では、1994 年から継続的に調査が行われてお

り、2007 年現在 14 年間の経過が蓄積されている。図 10

に襟裳海域における Pu 極大層の深度と濃度を時系列に

示した。やや変動は認められるものの、観測を開始した

1994 年以降、Pu 極大層は一定の深度、濃度が維持されて

いる状況が認められる。
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図7：海底土中の137Csと90Sr 濃度の関係（青森海域、1991～2004年）
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図８：支援調査測点（図２参照）における137Cs/90Sr比の鉛直分布

している。また、チェルノブイリ事故の起った 1986 年の

データは直線関係から大きく逸脱していることが確認で

きる。

以上のように 137Cs/90Sr 比は広域でほぼ一定の値（1.4）

である事などから、現在日本周辺で検出される 137Cs、90Sr

の起源は同一（大気圏核実験由来）であると解釈される。

さらに、日本周辺海域の表層水中の 137Cs/90Sr 比は過去よ

り今に至るまで概ね一定の値を維持しつつ、両核種は 4節

の結果が示す様に、同様のスピードで減衰している状況な

どから、一般に、表層水中の両核種はグローバルフォール

アウトにて海面に到達して以降、ほぼ同様に挙動している、

と解釈されている。

一方、「137Cs と 90Sr の挙動はほぼ同様」に矛盾する結

果も得られている。参考に、青森沖において、1991 年～

2004 年までに施されたモニタリング調査結果から、海底

土中の 137Cs、90Sr の関係を図 7に示した。青森沖の海底土

中では 137Cs/90Sr 比は約 5 となっており、表層水中にくら

べ、90Sr の存在割合が少ないことを示している。このよう

な傾向は、日本周辺の他海域でも多く認められている。海

底は海水中の放射性核種の到達先の一つと考えられてい

るが、90Sr は海底土中にあまり到達しておらず、どこか途

中で滞留している可能性を示唆する結果と言える。

深度500m以深の137Cs/90Sr比

表層から減衰した 90Sr のもう一つの行き先として、下

層水に着目し、支援測点（図 2）において鉛直多層から採

水をおこない、深部の 137Cs/90Sr 比を明らかにする試みを

行っている。深度 500m以深では試料の供試量をモニタリ
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土の影響が否定出来ない。それ以外の中間層では、検出下

限値～ 5% 以下の値であり、海水中の 239+240Pu は、95% 以

上が溶存状（0.45μmのフィルタを通過する）であること

を示している。

7.おわりに
今回のワークショップでは、放射性核種の移行を説明す

るモデルの設計段階において、再現しようとしている現象

の時間、空間スケールを明確にしておく必要性が指摘され

た。放射性核種の移行に係わる様々な因子の影響は、スケー

ルによって異なってくることを理由の一つに上げることが

できるであろう。

仮に、日本周辺海域における人工放射性核種の濃度変動

を予測する場合、上で紹介して来た海生研の調査結果から、

どのような移行機構が考えられるか、大胆に推察してみる

ことにする。

137Cs、90Sr

日本周辺海域の表層 100m以浅の濃度予測では、両核種

の環境中の濃度レベルは全国的にほぼ一様（黒潮系の濃度

レベル）と見なしてよいであろう。ただし、親潮の影響域

では 3割程度低い値である。

両核種の海水中の挙動は、表層での減衰傾向が同様であ

ることから、表層では同一とみなせる。しかし、137Cs と

異なり 90Sr の多くは海底に到達せず中深層に滞留してい

る可能性があり、両核種の鉛直輸送における粒子の関与

に差異があると推察される。日本海と太平洋岸における
137Cs/90Sr 比の鉛直分布の違いは、太平洋岸と日本海それ

ぞれの下層水の滞留時間の差に起因しており、日本海より

滞留時間の長い太平洋岸では、粒子の分解負荷の効果が多

く蓄積された結果を反映していると推察される。

239+240Pu

海水中の 239+240Pu は、95% 以上が溶存と見なせるが、1

～ 5% 程度 SS 中に存在している可能性がある。これらが、

せっせと 239+240Pu を海底に運んでいるとすれば、Pu 極大

層はもっと早く、濃度も深度も下降すると推察されるが、

少なくとも襟裳海域での 14 年間の推移は安定している様

に見える。これは、239+240Pu と粒子の間の取り込みと放出

のプロセスは、表層～亜表層においては活発に行われてい

るが、亜表層以深では、表層よりもはるかに緩慢で、粒子

の沈降速度も非常に遅いことに因ると解釈される。

8. 今後
以上の解釈について、現状利用されているモデルとの整

合性を考えると、恐らく、（調査結果とモデルの計算を一

致させるために）スキャベンジング効果（鉛直輸送効果）

のパラメータに調節が必要であり、その根拠を別途補完す

る必要があると思われる。

スキャベンジング効果の主役は、海水中の生物起源の粒

状物質であり、これと放射性核種の係わりと、沈降速度、

分解速度等の根拠となる情報が望まれる。今回のワーク

ショップでは、放医研にて正に、この部分を補完する研究

を展開しており、現場における詳細なプランクトン組成の

調査と種類毎の安定元素分析、パワフルな現場濾過装置を

用いた粒子サイズ毎の分離捕集と複数の核種の分析、また、

一部のプランクトンにつて RI を用いた蓄積実験、等多く

の成果を蓄積していることが紹介された。今後さらに解析

が進み、放射性核種の鉛直輸送に係わる粒状物質の役割解

明と、その応用へとつながる進展が期待される。また、日

本海にて同様の調査が行われ、我々が観てきたような、太

平洋岸と日本海の違いを説明するための布石を得られれば

と考える。
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懸濁粒子中の239+240Pu

海水とは独立な挙動をすると考えられている懸濁粒子

中の 239+240Pu 量を明らかにするため、青森沖海域および

襟裳海域において、海底直上またはいくつかの中間層に

おいて、現場ろ過装置を約 1時間係留し、ミリポア社製、

φ142mm、孔径 0.45μm のフィルタにより、100L～1t

の海水をろ過し、懸濁物質を捕集し、その 239+240Pu 濃度の

分析を行っている。

図 11 は捕獲された SS 量と SS 中の 239+240Pu 濃度の関係

を示している。かなりばらつきは認められるものの、捕獲

粒子量に対し、概ね正の相関が認められ、SS 中に一定量

の 239+240Pu が存在していることを示している。

図 12 に SS 中に捕獲された 239+240Pu 濃度を海水全量に

対する割合で表し、その鉛直分布を示した。海底近傍では

数%～数十%の広範な値を示しているが、これには海底
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流速ベクトルの頻度が異なるのは用いた計測機器（古野電気

あるいはRD社）の計測の感度と精度の違いによる。

2002 年 6 月では津軽暖流はまだ下北半島に沿って流れ

ているが、7 月になると津軽暖流は襟裳岬付近まで広がり、

それに伴い低温の水塊が取り込まれるように沿岸部に存

在していた。さらに 8月になるとそれは円形に近づくきれ

いな渦となっていた。図に示すように津軽暖流の分布の境

界部に強い流れが生じており、渦構造が顕著になると最強

流部では約 100cm/s（2 ノット）近くに達していた。放出

口沖合では北西方向への速い流れが観測されているが、こ

の流れが下北半島で反射後、半島に沿って南に向かって流

下しているため、夏季において放出口周辺での著しい南向

きの流れの発現に寄与していることが伺える。

一方、渦モードから沿岸モードに至るとされる 2005 年

9 月から 2006 年 1 月にかけての観測結果は、図 2 に示す

ようであった。CTD 観測の観測点間隔は図 1と同じであ

るが、冬季における当海域の海況から観測できる日数が限

られ観測可能な範囲は狭まる。9 月には渦モードあった津

軽暖流は 12 月にはその渦構造が崩れ、半島に沿って分布

し始めており、1 月にはほとんど半島沿岸部に沿っていた。

しかも津軽海峡での最深部が約 420mにも関わらず、流出

先の太平洋側では水深 500mを越えて潜り込んでいるよう

な分布を示していた（図 2-d 参照）。

さらに、冬季における津軽暖流のこれまでの一般的な

イメージでは半島沿岸に沿ってのみ分布するとされてい

るが、図 2-d に示すように尻屋岬東方の測線上では冬季

においても津軽暖流起源と考えられる水塊が渦状に存在

することが明らかとなった。同様な水塊分布と渦構造は

2000 年 1 月末にこの海域を通過したAPEX と呼ばれる中

層フロートによる水温プロファイル及びその軌跡におい

ても観測された 4）。

放出口周辺と沖合での流れの関係を検討するために、水

深300mまで5m毎に同時に測流できる曳航式のADCP（超

音波多層流向流速計、RD社製、150kHz）による観測を行っ

た。一例として 2005 年 4 月 27 日に実施した観測結果を

図 3に示す。図には水深 25mと 50mでの水平流速ベクト

ル分布並びに二つの測線上での東西及び南北成分流速のカ

ラー等値鉛直プロファイルを示した。なお、ここで示した

流れは潮流成分を除去していないが、松本ら 5）による海面

高度を同化したモデルによる結果ではその成分は小さく、

また定点での測流による調和解析結果 6）からは潮流成分が

不規則に変動するため、スナップショットとしての流れの

場はここに示したようであろう。放出口から約 2 km北側

の測線（Aライン）では岸から約 6 km沖では北に向う流

れであり、岸近く（放出口付近）では南に向う流れが観測

されているが、放出口から約 2 km南側の測線（Cライン）

では流れの方向が反転する地点がさらに約 2 km沖合に離

れていた。これは水平図中に示すように放出口の南側では

水深が北側に比べて浅くなっていることに起因する。また

鉛直プロファイルから水深 300m近くまでが一団となって

同一方向に流れていた。この時期、津軽暖流は沿岸モード

であり下北半島に沿って分布していた 7）。半島に沿って流

れる津軽暖流は放出口の南側にある沖合に向って発達した

陸棚にその行く手を阻まれる形となり、その一部がこのよ

うな小さな渦を形成したものと考えられる。放出口沖合で

の北向きの流れは太平洋に対して凹に湾曲した半島に再び

行く手を阻まれ、その一部が再び放出口に向う結果、より

岸側では南向きの流れとして観測されたと考えられる。
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図2：秋から冬にかけての津軽暖流の分布
（a）9月の結果、（b）12月の結果、（c）1月の結果、（d） （c）中の赤線上の水温の鉛直プロファイル赤点線は津軽暖流の分布範囲を示す。
津軽暖流は各月での水温12℃、10℃、8℃以上とした。

1. はじめに
青森県の太平洋側に位置する下北半島では大型再処理

施設が本格操業を迎える予定であり、僅かではあるが放射

性核種を含む廃液が沿岸海域へ定常的に放出される。しか

し、放出口の周辺海域は外洋に面した開放性の沿岸海域で

あり、さらに沖合では、亜熱帯循環系に属する黒潮を起源

とし奄美諸島付近でそれから分岐して日本海に流れ込んだ

あとに津軽海峡から太平洋に流出する津軽暖流、北海道東

沿岸に沿って流入する亜寒帯循環系に属する親潮、本州の

太平洋側に沿って東進し本州から離岸した黒潮続流域から

分離した暖水渦の三つの異なる水塊が共存する1）。一方、

Colon によって 2）、津軽から流出する津軽暖流は、夏・秋に

は津軽海峡東方沖で渦を形成すること、冬･春では下北半島

沿岸に沿って流れる挙動を取ることが報告されている。ま

た三陸沿岸では親潮の接岸による海水温の異常低下のよう

な現象がしばしば観測される3）。このことから、再処理施設

からの海洋放出口が位置する海域の海況は、これらの異な

る起源の水塊の挙動によって大きく影響を受けることが考

えられ、再処理事業の許認可申請書において記載されてい

るような海水の流れの状況が出現するものと推測される。

一方、海洋環境における放射性核種の移流拡散を支配す

る主要な駆動力は海水の流れ場であるが、海洋ではアメダ

スのような連続観測網による現況データあるいは大気のよ

うに 3時間毎の再解析及び予報値を利用できることは皆無

に等しく、海洋放出に伴う海洋環境への放射性核種の影響

を見積もるにはコンピュータシミュレーションが必要とさ

れる。そのため、当海域での海況の時空間的な特徴を詳細

に把握するとともに、海況を再現するコンピュータシミュ

レーションモデルを構築することを目指した。

2. 沖合海域での海況の特徴
初夏から夏への津軽海峡から流出する津軽暖流の挙動

は、図 1に示すようである。経度方向に約 5分間隔、緯度

方向には約 20 分間隔で設定した観測点で、かつ観測結果

が長期的な変動を受けないようにできる限り短時間（数日

以内）でこれらの海域での観測を行った。図には 2002 年に

実施したCTD観測による 100m深での水温分布とともに、

この測線上で船舶に搭載されたADCPあるいは船舶で曳

航した曳航式ADCPによる測流結果も併せて示した。ここ

で津軽暖流はこの水深で一定水温以上のものとした。なお、

－海洋観測結果とモデルシミュレーション－

（7）「青森県周辺における放射性核種の
　  挙動に影響を与える海況について」

（財）日本海洋科学振興財団
むつ海洋研究所　海洋研究部長　
島　茂樹

40°

41°

42°

100 cm/s 100 cm/s 100 cm/s 

(a) (b) (c)
N

E E E

100m100m100m

141° 142° 143° 141° 142° 143° 141° 142° 143°

100m100m100m

図1：初夏から夏にかけての水深100 mにおける津軽暖流の分布と流速ベクトル図。
（a）6月の結果（流速は船底設置型ADCPによる）（b）7月の結果（流速は曳航式ADCPによる）（c）8月の結果（流速は曳航式ADCPによる）
赤線は推定流線、赤点線は津軽暖流の分布範囲を示す。津軽暖流は水温12℃以上（6月は10℃）とした。
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いる。一般的な傾向として津軽暖流が渦モードに移行する

初夏から南向きの流れが多くなり、8 月ではほぼ南向きの

流れとなり、渦が安定する 10 月では北向きの流れが主体

となる傾向にある。したがって月平均値で見ると、通年で

は南向きの流れであるが 6月から南向きの流れが顕著にな

り 8月に最も強くなり、10 月では北向きの流れとなる年

もあった。

 冬季には時として親潮の接岸も観測された。例えば、

2008 年 2 月 5 日には 3 基の係留式ブイの表層水温が異常

に低温化し約 6 日間継続した（塩分も同様に低下した）。

この現象は 3 つのブイでの表層水温が計測時間間隔内で

（5 分間）一挙に数度近く低下し、3 基のブイでの現象の

出現順序もブイで計測された流れに対応したものであっ

た。さらに水深 20 m 付近での CTD 観測でも同様な水

温・塩分の低下現象が観測された。2 月 7 日に仙台から苫

小牧間のフェリー航路上での XCTD（投棄型）による水

温・塩分観測によると放出口の東方沖及び尻屋埼の東方沖

から日高沖にかけては水温と塩分の低い水塊の存在が確

認され、また 2月上旬の人工衛星による SST（海面水温）

観測でも親潮（あるいは沿岸親潮）と考えられる低温水が、

同海域に存在していた。この現象は沖からの影響が放出口

周辺海域に及んでいる顕著な一例である。なお、急激な水

温低下の出現時には約 10 cm/s であった南向きの流れが

50 cm/s までスピードアップしており、なんらかの原因が

トリガーとなり親潮が沿岸域に接岸したものと考えられ

る。その間流れの南北成分流速は 1から 1.5 日周期で流れ

の向きを反転しており、それに対応した水温の変動が観察

された。

2007 年秋に配備した係留式ブイには表層付近で水平方

向最大 300 m まで計測可能なADCP が搭載されている。

この観測機器は、本来河川などの流量を測るために開発さ

れたものであり、計測器が設置されたプラットフォームが

海中に強固に固定されていないために、ブイの動揺によっ

て計測器の送受波面から発射された超音波が途中で海面

上に出てしまい計測可能範囲が狭まる。しかし、放出口

の直径が 7.5 cm と放出される海洋環境の代表的な長さス

ケールに比べて極端に短いために、その狭い領域での流れ

の変動についての情報を得ることは放射性核種の移行拡

散評価のためのソースターム情報あるいはそのモデル化

の基礎資料として重要である。現状では荒天時を除き計測

範囲は概ね 200 m 程度であり、その範囲内ではほぼ一様

な流れ場が形成されている場合が多い。しかし、時として

僅か 200 m の範囲内の水平方向で流れの変動現象が観測

されており、これは放射性核種の拡散に対して大きく寄与

するため、このような現象の出現頻度及びその機構などを

明らかにする必要がある。
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図4：放出口近傍での流れの時系列変動。24時間移動平均処理を施したものである。

3. 放出口周辺での海況の時系列変動
これまでの観測結果などから断片的な流れの場が明ら

かとなってきたが、放出口周辺での海況変動をより詳細に

するために、海洋観測機器を搭載したブイによる連続観測

を開始した。ブイは当海域の海況特性、海上交通、観測デー

タの転送方式などを考慮し、太陽光発電によって必要な

電力を供給する直径 3.5m 高さ約 8mの大型のものを 2003

年秋から 2年おきに、計 3基のブイを放出口近傍に設置し

た。それぞれのブイでの観測項目は異なるが、表層及び表

層・中層の水温・塩分、海上気象、鉛直方向でのADCP

による流向流速、水平方向でのADCP による流向流速な

どの計測を行っている。これらのデータは採水した海水

試料の分析結果の解析あるいは後述するコンピュータシ

ミュレーションモデルでのサブグリッドパラメータの取

得と評価、数値モデルの改良のための基礎情報の収集など

を目的としている。

観測結果の一例として、2007 年 4 月から 11 月までの水

深約 12mでの流れの場を図 4に示す。ここで示したベク

トルは 5分間隔で計測されたデータの 25 時間移動平均値

であり潮流成分は除去されている。なお、移動平均値であ

るため、5 分毎の瞬間流速はこれより大きい。潮流成分が

除去されているにも関わらず、平均流は不規則に変動して
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図3：放出口周辺における流れの場の水平及び鉛直分布。図中の点線は水深を表し、ラインは計測測線を示す。
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海洋大循環モデルの水平方向は球面座標系であり、鉛

直方向は海面から鉛直下方の数グリッドを等間隔に分割

し（σ座標系）、それより深いグリッドは、深さごとに分

割する（z 座標系）z -σハイブリッド座標系である。これ

は、海面変位の大きさが鉛直方向第 1層の厚さによって制

限されることを防ぐ。また海底に接しているグリッドはそ

の厚さによって制限されることなく、自由に取ることが出

来るようにしてある（パーシャルセル）。移流項の計算に

は高精度移流スキームであるQUICKEST13）（鉛直方向）と

UTOPIA14）（水平方向）とを用いており、物理スキームと

しては、等密度面拡散・GMスキーム 15,16）、混合層モデル、

海氷モデル、biharmonic-Smagorinsky 粘性 17）が組み込

まれている。混合層モデルとしてNoh18,19）のモデルが用い

られている。さらに、海氷モデル 20,21）を用い海氷の影響も

考慮されている。また、渦を再現するためのスキームも組

み込まれている。熱フラックスは、バルク型の熱フラック

スであり海面水温と大気側の条件（日射、風の強さ、露点

温度等）から熱の収支を計算する。淡水フラックスは、降

水と蒸発の収支をそのまま与える 22）。

5. データ同化手法 9）

データ同化手法は 4次元変分法データ同化手法と呼ばれ

るもので、数値モデルの方程式系を制約条件としながら、

以下で表される評価関数を最小にする最適解を求める。

 ここで、x、x0 はモデル変数とその初期条件、xinit0 はモ

デル初期条件の初期推定値、xobs は観測データであり、P, 

R はそれぞれ初期推定値、観測データの誤差共分散行列

である。4 次元変分法同化手法の最大の利点は、モデルの

方程式系に完全に従いつつ、観測データの時系列に最も

フィットする best time trajectory を得ることができる点

にある。そのため、得られた流動場はたとえばトレーサな

どの追跡に対しても十分に利用することが可能である。ま

た、得られる解析値を用いて変動場の予測を行う際にも、

期間にわたる最適化は大きな利点となる。これにより、間

欠的にデータを取り込む場合には不可避な初期値化ノイズ

の発生が回避できる。
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図6：水深200 mでの水温分布のモデルシミュレーション（上段）と観測結果（下段）の比較。
モデルの結果は観測期間内での平均値とした。

J =（x0-x0init）T P -1（x0-x0init）T+（Hx-xobs）T R -1（Hx-xobs）

4. 海況などのコンピュータシミュレーション
コンピュータシミュレーションを行うためには初期条件

及び境界条件を正しく設定する必要がある。しかし、前節

で述べたように対象とする青森県太平洋沿岸は外洋からの

影響を強く受ける開けた沿岸海域であり境界の設定とその

値の取得が問題となるとともに、対象となる六ヶ所沖海域

を高い解像度で再現する必要がある。六ヶ所沖海域の循環

を高い精度で再現するために必要な解像度で、北太平洋の

循環を計算することは、現在の計算機の能力では不可能で

ある。このため、広い範囲では中解像度のモデルで計算し、

その結果を両方向の境界条件として、より狭い範囲を高解

像度で計算するネスティング手法 8）を採用する。さらに、

高精度で循環を再現する、もしくは、予報を行う為の初期

条件を推定するためには、数値モデルに観測結果を組み合

わせるデータ同化 9）を行う必要がある。このデータ同化

も多くの計算機資源を必要とするため、北太平洋全域に適

用することが出来ない。以上の要件からいくつかのモデル

を組み合わせることを考え、この方針のもとにベースとな

る海水循環モデルとして京都大学の大循環モデルを採用し

た 10）。このモデルは最新のデータ同化手法を採用しており
11）、その計算結果を再利用することが可能であった。

一方、放射性核種移行は、日本原子力研究開発機構の

SEA-GEARN をベースに当海域にチューニングした計算

コードによって核種移行の解析を行う。これは本モデルの

実績と廃液の放出現象を簡易に取り扱えるようにするた

めである。なお SEA-GEARN の詳細とその性能について

は後段の日本原子力機構の小林卓也博士の報告を参照さ

れたい。

海況の再現・予測のために整備したモデルは次の 4つか

らなる（図 5参照）。最初のモデル（気候学的北太平洋モ

デル）は気候値 12）と呼ばれる海洋観測データの統計値を

用いて計算を行い、この結果は二番目のモデル（日本近海

データ同化モデル）の外部境界及び初期値を与える。した

がって、この計算は気候値が更新されない限り再計算され

ることはない。一番目と二番目のモデルは同解像度であり

（東西 1/6 度、南北 1/8 度）、二番目のモデルではデータ同

化手法 12）を用いて後述する観測データを計算の際に取り

込み計算結果と現況との融合を図る。三番目のモデル（日

本近海高解像度モデル）は、前二者より高解像度であり（東

西 1/18 度、南北 1/24 度）、さらに、最後の四番目のモデ

ル（六ヶ所村沖合モデル）では前者のモデルよりもさらに

高解像度化し、東西 1/54 度、南北 1/72 度で、距離に換算

すると、東西南北とも約 1.5 km のグリッドサイズで六ヶ

所村沖合を解析する。このモデルによって計算される流向

流速および海況などの結果を、放射性核種の移行モデルの

入力とする。

③日本近海高解像度モデル

④六ヶ所村沖合モデル

観測データ（SST,SSH等）
を取り込み、計算結果を現
実に近づける。
 SST:海面水温
 SSH:海面高度

鉛直方向は78レベル、
そのうち1000m以浅に67レベルの鉛直分解能 

①と②のモデルは京都大学で開発されたものを活用。
③と④のモデルを青森県からの委託事業にて整備。 ネスティング法に

よる高分解能化

核種移行モデル
日本原子力研究開発機構の
SEA-GEARNをベース（　　　　　　　　）

流向・流速
鉛直拡散係数等
（3時間毎）

放出口

①気候学的北太平洋モデル

②日本近海データ同化モデル

空間分解能
1/6度×1/8度

気候値が更新され
ない限り一度計算
すればよい。

空間分解能
1/18度×1/24度
②の結果を初期値・
境界条件として

空間分解能
～1.5 km x ～1.5 km
③の結果を初期値・
境界条件として

図5：青森県太平洋沿岸海域のモデルシミュレーションのための計算領域の設定。
六ヶ所村沖モデルでは計算された流れの場（流速はカラーで流向は矢印で）をそれ以外の地図は水深を示す。
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6. 観測データ
本データ同化システムでは海洋大循環モデルと 4次元変

分法を用いるので、ほぼすべての物理観測データを同化す

ることができる。一般に現況解析値は（従って予測値も）

モデルの品質と同化する観測データの量と質に依存する事

を考えると、これは大きな利点である。利用可能な観測デー

タとしては、人工衛星計測による海面高度および海面水温

が主であり、これらのリモートセンシングデータに加えて

現場観測値としての水温・塩分データを補完的に利用する。

7. ネスティング手法 8）

ネスティング手法とは、広い領域を比較的低解像のモデ

ルで計算し、その結果をより高解像度の狭い領域の水平方

向境界条件として用いるものである。この際、水平境界

条件を後段のモデルの解像度に合わせて補間するために、

2 次元のスプライン補間を用いる。この補間は 2次の微分

量に対して連続性を保証しており、モデル内で水平微分を

計算する際に破綻しない。水平境界条件として用いるデー

タは、ポテンシャル水温、塩分、順圧流量、擾乱の運動エ

ネルギー、海氷の体積、グリッド内の海氷の密接度、海氷

の移動速度である。境界の流速については、境界のポテン

シャル水温・塩分から温度風関係式より傾圧流速を計算

し、順圧流量から計算して得られる順圧流速と足し合わせ

る。また、後段の初期条件としても、低解像度モデルを補

間した値を用いる。

8. 海況の再現
海況の再現実験として、対比できる海洋観測データがあ

る 2003 年を対象に行った。なお、六ヶ所村沖モデルでの

海面条件の一つとして気象庁のメソスケールモデルの解

析値を用いた。図 6には、水深 200mにおける水温のモデ

ルシミュレーションと観測結果の対比を示し、緑色で示さ

れた領域が津軽暖流に対応する。なお、モデルの結果は観

測時間に対応する期間で平均化したものである。ここで示

した観測結果はデータ同化法には使用されておらず、モデ

ルシミュレーション結果とは独立なものである。6 月末で

は津軽暖流はモデルと観測の両方で沿岸モードから広が

りつつある。7 月始めのモデルによる結果では津軽暖流は

まだ岸近くに広がっているが、観測結果では津軽暖流は下

北半島から離れて北東に移動し 、渦構造を呈している。7

月始め時点でのモデル計算の結果は、どちらかというと 6

月下旬の観測結果に似ており、観測結果に比べて約 2週間

の遅れが見られる。ちなみに、7 月 23 日時点でのモデル

計算結果と 7月初めの観測結果における津軽暖流の形を比

較すれると、両者は良く似たものとなっていた。なぜ、こ

のような時間遅れが生じたか検討する必要があるが、津軽

暖流の沿岸モードから渦モードへの遷移過程は良く表現

されている。 

一方、冬季における津軽暖流の渦モードから沿岸モード

への遷移は、沖合に存在していた渦が南側に移動し、形が

崩れるとともに、渦の大きさが小さくなるようであり、そ

の時間は約 2週間程度であった。残念ながら、短期間に繰

り返された海洋観測データあるいは人工衛星による鮮明

な時系列 SSTデータが得られていないため、モデルシミュ

レーションで再現された遷移過程がどの程度現実を表現

しているかは定かではなく、検証用データの収集あるいは

その代替データの検討が必要である。

9. おわりに
再処理施設から海洋へ放出される放射性核種の挙動を

明らかにするために、周辺海域での海洋観測を行いその

特性を明らかにするとともに、海況を再現・予測するコ

ンピュータシミュレーションモデルを構築し、全体像と

しての当海域を再現できた。しかし、スポット的な観測・

測定データとの整合性に関しては不十分な面もある 23）。

これは再現すべき現象の空間及び時間スケールが大きく

異なるためであり、すべてを網羅したモデルを構築する

ことは計算資源上困難である。このため、放射性核種の

挙動に大きく影響を与える現象の把握、その発生メカニ

ズムとその数学モデルの開発を含めて検討すべき課題は

多いと考える。
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2.2. モデルの構築

尾駮沼放射性核種移行モデルの構築に当たって、汽水湖

特有の水質環境及び生態系構造を十分考慮した。モデル

は、流動場を決定するための 3次元流動モデルと生態系内

における物質の移行・挙動を予測する生態系モデルで構成

されている。3 次元流動モデルは、流動場の変化と鉛直循

環を表現することの可能な多層レベルモデル 4、5）を基本と

し、連続の方程式、運動方程式及び水温・塩分の保存式を

連立させて差分法により、時間ステップで格子毎に計算

を行う 6）。対象水域における格子間隔は、水平方向 50 ×

50m、鉛直方向 0.5～ 1 m（最大 7 層）とした（図 2）。生

態系モデルに関しては、図 3に示すように湖内生態系内の

生物群集の中で植物及び動物プランクトン（低次栄養段階

生物）に着目して構築した 7）。これら二つのモデルを統合

して、そこに放射性核種の分配係数、半減期等をはじめ

各種の物理・化学・生物学的パラメータを導入した 8）。本

稿では、トリチウム（3H）及び放射性セシウム（137Cs）の

計算結果について紹介する。データの検証については、図

2 に示す二又川流入部（St. 1）、湖心部（St. 2）及び沿岸部

（St. 3）の 3地点における湖水及び湖底堆積物中の放射性

核種の実測値を用いた。

3. モデルの計算結果
3.1. 短期予測（拡散）

 137Cs が二又川河口付近に一時的に供給された場合を仮

定して、短期間における拡散状況を放射性核種移行モデル

を用いて予測した（設定条件：期日は 2004 年 3 月 9 日 10

時に 137Cs が 104 kBq 瞬間供給）。気象及び海象等に関する

データは設定日における観測値を使用した。経過時間に

図2：モデルの格子と計算範囲（番号は、観測地点）

尾駮川

観測地点二又川

St.1

St.2

St.3

湖底

湖面ガス交換

沈降沈降沈降 溶出消費
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溶存態有機物

植物プランクトン

動物プランクトン

溶存酸素 （デトリタス）

図3：生態系モデルの構造図

（8）六ヶ所村大型再処理施設周辺の水圏環境に
　  おける放射性核種移行モデルの構築

（財）環境科学技術研究所　環境動態研究部　副主任研究員 
植田 真司
（財）環境科学技術研究所　環境動態研究部
近藤 邦男、 久松 俊一

1. はじめに
青森県六ヶ所村における使用済み核燃料再処理施設の操

業に伴い、微量ではあるが 85Kr、3H、14C 及び 129I 等を主

体とする放射性核種が当該施設の主排気筒から大気中に、

また沿岸より 2.5km 沖の海洋放出管から海水中に排出さ

れる。これら排出放射性核種の一部は、様々な過程を経て

当該施設に隣接する汽水湖尾駮沼に供給される（図 1）。湖

沼内に供給された放射性核種の移行過程、生態系内におけ

る挙動を評価するためには、数学モデルを用いて予測する

ことが有効である 1、2）。

本研究では、尾駮沼における放射性核種の移行・分配・

蓄積過程を評価することを目的に、尾駮沼放射性核種移行

モデルを構築し、モデルの計算結果と実測値を比較するこ

とによりモデルの検証を行った。 

2.  モデルの概要
2.1. 尾駮沼の概要

尾駮沼は、湖面積 3.7k㎡、平均水深 2.5m（最大水深 4.5  

m）の比較的浅く、小さな汽水湖である（図 1）。主な流入

河川は、西端から流入する二又川（淡水河川）と太平洋と

つながる尾駮川の 2つである。湖水と海水の交換は、尾駮

川を介して行われている。湖岸部等の水深が浅い水域は海

水の浸入や強風の影響を受けて湖流は比較的早く、水の上

下混合が起こり易いが、水深 3.5m 以深の主湖盆における

湖流は比較的遅く、湖水が比較的滞留し易い状況下にある。

従って、主湖盆ではほぼ年間を通して深度 1～ 3m 間に安

定した塩分躍層が形成され、汽水域特有の水質構造を呈し

ている 3）。

45°
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太平洋

青森県

再処理施設

尾 駮 沼

ウラン濃縮工場

環境科学技術研究所

低レベル放射性
廃棄物埋設センター

N

0 1km

図1：六ヶ所村に立地する大型再処理施設と尾駮沼
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図5：尾駮沼放射性核種移行モデルを使用して計算した二又川流入部（St.1）、湖心部（St.2）、沿岸海域（St.3）における表層水中3H及び137Cs濃度（実線）と実測値（丸）

図6：尾駮沼放射性核種移行モデルを使用して計算した二又川流入部（St.1）、湖心部（St.2）における柱状堆積物中の137Cs濃度（実線）と実測値（丸）

沿って拡散状況をみると（図 4）、スポット供給後 5時間で

は、西部水域に高濃度のパッチが認められたが、湖心部ま

では拡散していなかった。10 時間後にはほぼ湖沼全域に拡

散し、とくに湖心部で高い濃度が示された。15 時間後には

尾駮川河口付近で高い濃度が分布し、尾駮川から海洋に流

出している状況が示された。72 時間後には、湖外への流出

と希釈により、湖沼全域において低濃度化した。このよう

に、水平分布を可視化させて表現することによって、湖外

から供給された放射性核種等の濃度分布が時々刻々変化す

る状況を視覚的に容易に把握することが可能となった。

3.2. 中長期予測

1）湖水中の 3H及び 137Cs 濃度変動

図 5に、尾駮沼放射性核種移行モデルを使用して計算し

た二又川流入部（St. 1）、湖心部（St. 2）及び沿岸部（St. 3）

における表層水中 3H 及び 137Cs 濃度と実測値を示す。モ

デルを用いた 3H 濃度の計算結果は二又川流入部において

100～800mBq L-1 の範囲で変動を示し、実測値（変動範囲

200～800 mBq L-1）を良好に再現することができた。湖心

部及び沿岸部における計算結果は二又川流入部よりも変動

は小さいが、濃度レベル及び変動傾向は、実測値を再現す

ることができた。次に、二又川流入部における 137Cs の計

算結果は、濃度レベル及び変動傾向共に実測値と概ね一致

した結果が得られた。湖心部及び沿岸部の計算結果は、河

口部ほど変動は大きくないが、実測値を良好に再現できた。

2）湖底への蓄積過程

過去における核実験によって放出された137Cs が、大気か

ら流域を通して尾駮沼の湖底堆積物に蓄積されている 9）。

そこで、実測した柱状堆積物における 137Cs 濃度の鉛直プ

ロファイルを利用して、年間に堆積する 137Cs 量の計算結

果と比較することで、長期的な湖底への蓄積の検証を行っ

た。

柱状堆積物における 137Cs 濃度の計算結果と実測値を比

較すると、1963 年のピークのあと、計算結果は急激な減

少を示したのに対し、実測値はなだらかな減少であった

（図 6）。実際のフィールドにおいては湖面にフォールアウ

トしたものは直接流入であるが、沼の集水域に降下した
137Cs は降雨等によって瞬時に流出するものもあれば、土

壌や植物等に沈着・保持され、徐々に湖内に流出するもの

もある。本モデルでは、集水域に関しては二又川からの降

水量に対応した物質負荷量を考慮しており、集水域自体に

0時間後0時間後 5時間後5時間後 10時間後10時間後

15時間後15時間後 24時間後24時間後 72時間後72時間後

103－104 102－103 10－102 5－10 1－5 <1kBq

図4：尾駮沼放射性核種移行モデルを使用した湖水中137Csの短期拡散シミュレーション（表層水深0－1 m）

50 放射線科学　Vol.52  No.3   2009

特
集　

海
洋
環
境
放
射
能
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
「
沿
岸

－

外
洋
域
に
お
け
る
放
射
性
核
種
の
挙
動　

観
測
か
ら
モ
デ
ル
構
築
へ
」

51放射線科学　Vol.52  No.3   2009

C
o

n
stru

ctio
n

 o
f a tran

sfer m
o

d
el fo

r rad
io

n
u

clid
es in

 aq
u

atic en
viro

n
m

en
t aro

u
n

d
 a sp

en
t n

u
clear fu

el rep
ro

cessin
g

 p
lan

t in
 R

o
kkash

o
 V

illag
e, Jap

an



52 放射線科学　Vol.52  No.3   2009

特
集　

海
洋
環
境
放
射
能
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
「
沿
岸

－

外
洋
域
に
お
け
る
放
射
性
核
種
の
挙
動　

観
測
か
ら
モ
デ
ル
構
築
へ
」

（9）海洋における放射性核種の挙動モデルについて

（独）日本原子力研究開発機構　原子力基礎工学研究部門　
環境動態研究グループ　研究副主幹　
小林 卓也

1. はじめに
使用済燃料再処理施設の平常運転時には、施設から放射

性核種が海洋へ計画的に放出される。また、施設で何らか

の異常事態が発生した時には、大量の放射性核種が海洋へ

放出される恐れがないとは言えない。

使用済燃料再処理施設から平常時に海洋へ放出される放

射性核種に起因する環境影響を把握し、また異常時におけ

る環境影響を予測することは、施設の安全性を確保し周辺

住民及び海洋環境への影響を評価する上で極めて重要であ

る。

海洋環境中に放出された人工放射性核種の移行過程を把

握するためにはモニタリングや海洋調査によって得られる

観測値から海流場を推定し、核種濃度分布や堆積状況を予

測することが可能であるが、観測値のみに依存した推定手

法ではデータが存在しない海域に適用することが不可能で

ある。このような場合、数値計算による予測結果は不確か

さを伴うものの全体像を把握することが可能であり、数値

計算を用いた放射性核種の予測システムは重要なツールと

成り得る。従って、観測と数値計算を組み合わせることに

より、高精度の推定が可能となる。

本稿では使用済燃料再処理施設周辺海域における数値計

算研究の歴史と著者が現在開発を進めている放射性核種の

移行モデルの概説及び適用例について紹介する。

2. 既往の研究
海洋環境において使用済燃料再処理施設を対象とした数

値計算を用いた研究は、1970 年代に欧州の使用済燃料再

処理施設周辺地域において健康被害が多数報告されたこ

と及び海水中に高濃度の放射性核種が検出されたことが契

機となった。流体力学モデルを用いた研究例としてイギリ

スでは、アイリッシュ海沿岸域に立地する使用済燃料再処

理施設から放出された排液に含まれる放射性核種の分布を

詳細に見積もるモデルの開発がOnishi and Thompson 1） 

や Howorth and Kirby 2） によって行われた。これらのモ

デルは放射性核種が溶存状態、粒子状物質に吸着した状

態、そして海底に堆積した粒子状物質に吸着した状態、の

3相間に存在するものとし、それぞれの間の放射性核種の

分配が平衡状態にあることを仮定している。Onishi and 

Thompson 1） のモデルは鉛直方向を一様とした空間解像度

の粗い 2次元有限要素モデルを用いていたため、濃度分布

が一致するまでには至らなかった。一方、Howorth and 

Kirby 2） のモデルは放出口近傍の放射性核種の移行過程を

詳細に把握するために 2次元差分モデルを放出口近傍のみ

を高解像度で解く可変格子を採用し、観測値とほぼ一致す

る濃度分布を再現した。しかしながら計算領域がアイリッ

シュ海東側海域の中央部のみであり、アイリッシュ海全体

を評価することはできなかった。

周辺地域での健康被害の報告後、各国の原子燃料会社は

放射性核種の環境への放出量を低減させるプラントの整

備に着手し、現在では 1970 年代と比較して核種放出量が

1000 分の 1 以下にまで抑えられるようになった。しかし

ながら、施設周辺海域では海底に大量に堆積した核種が再

溶出することが問題となった。そこで、堆積物と海水との

間における核種の交換過程を考慮した詳細な数値モデルの

開発が実施された。Peria n ez 3） はフランスのラ・アーグ使

用済燃料再処理施設周辺海域である英国海峡において、2

次元海水循環モデルにより計算された潮汐残差流を入力と

して、Onishi and Thompson 1） や Howorth and Kirby 2）

と同様に 3相間の放射性核種の移行過程を用いて、それぞ

れの間の放射性核種が非平衡状態で分配されることを仮定

した 2次元放射性核種移行モデルを 137Cs 及び 239+240Pu の

放出計算に適用し、現実的な予測結果を得るとともに放射

性核種の放出点であるラ・アーグからドーバー海峡まで

の放射性核種の輸送時間を推定した。Aldridge et al . 4） は

アイリッシュ海全体を対象海域とした 3 次元海水循環モ

デルを用いて潮流場を計算し、波浪推算モデルを用いて

堆積物の再浮遊を計算した。これらの結果を入力として、

Periàñez 3） と同様の非平衡状態における 3相関の核種濃度

交換に加えて間隙水中の移行も考慮した 2次元放射性核種

移行モデルを 137Cs 及び 239+240Pu の放出計算に適用し、30

年間の期間にわたり実施した。一連の計算は観測値を良好

に再現することに成功した。

滞留時間やそれに伴う放射性崩壊等を考慮してはいない。

従って、堆積物中の 137Cs の鉛直パターンを改善するため

には、集水域からの放射性核種の流入量を精査することが

必要である。

また、堆積物中の 137Cs 蓄積量（インベントリー）の計算

結果が実測値と比較して小さく見積もられた。これについ

ては、湖内における粒子状物質の沈降速度を過小評価して

いる可能性があるため、粒子沈降フラックスに関するパラ

メータを精査する必要がある。

4. まとめ
本研究では、大型再処理施設に隣接する尾駮沼の生態系

内における放射性核種の移行・分配・蓄積過程を予測し、

評価することを目的に放射性核種移行モデルを構築した。

本モデルを用いて、湖流、水質、生物量及び放射性核種濃

度の変動に関する検証を行った結果、概ね実測値を再現す

ることが確認された。しかし、湖底環境への放射性核種の

蓄積過程の場合のように、一部モデルの精度に問題があり、

モデル精度の高度化を目指して、尾駮沼の集水域における

物質の残留時間や河川への流出特性等を加味したモデルの

構築を進めている。また、アマモ場、魚類やベントス等の

高次栄養段階生物や湿地生態系に関するパラメータを導入

すると共に、六ヶ所沿岸海域からの移行や大気からの供給

に関するモデルを構築し、これらを放射性核種移行モデル

と結合することによって、モデルの高度化を図る予定であ

る。

＊本記載事項は、青森県からの受託事業により得られた成

　果の一部である。
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国内では使用済燃料再処理施設建設のための事前評価と

して片野ら 5）　は、再処理施設周辺海域で観測された代表

的な流動パターンとして南流・北流・憩流、そして成層・

非成層条件を様々に組み合わせた 12 種類の流動パターン

について平面 2次元モデルを用いて現地の流動場を再現し

た。仮想放出口から放出される放射性核種の挙動を粒子状

物質に吸着して沈降する内部スキャベンジングと、海水中

の核種が直接海底に移行する境界スキャベンジングの 2種

類のモデルを考慮し、核種の移行過程を詳細に評価したが、

当時の計算機資源の制約から比較的単純な物理･化学モデ

ルを用いていた。

ボックスモデルを用いた長期影響評価研究としては、使

用済燃料再処理施設からヨーロッパ海域に放出される放射

性核種による影響を調査するために、英国国立放射線防護

庁（NRPB）は北太平洋を対象海域として、海域を 17 個の

コンパートメントに分割し、海産物の摂取による北ヨー

ロッパの集団線量を評価するモデルを開発した 6）。一方、

国内では日本原子力研究所（現在の日本原子力研究開発機

構）が開発した計算コードシステムDSOCEAN 7） の適用

計算として、仮想した使用済燃料再処理施設から海洋へ放

出される放射性液体廃棄物に起因する日本全体への集団線

量を評価した。

3. 海洋中放射性核種移行モデル
日本原子力研究開発機構では日本の沿岸域及び近海域に

おける海水循環と物質移行挙動を明らかにするとともに、

海洋中の物質移行を予測するために、海水循環予測コー

ド（POM, RIAMOM）、海水中物質移行予測コード（SEA-

GEARN）から構成される海洋環境評価システムの開発・

検証を進めている。SEA-GEARN 8） は多数の粒子群をラ

ンダムウォークモデルで追跡することで、放射性核種の移

流･拡散を計算するモデルであり、海水循環モデルによっ

て計算される 3次元流速値を指定したタイムステップにお

いて入力し、放射性核種濃度を予測する。

SEA-GEARN では海水中に存在する放射性核種が堆積

物に除去される機能を導入し、海水中放射性核種濃度の予

測精度を向上させている。放射性核種が堆積物へ除去され

るためには放射性核種が海水中の粒子状物質に吸着し、そ

れらの沈降速度によって堆積物へ移行する過程を考慮す

る必要がある。本モデルでは放射性核種の交換過程を図 1

に示すように定義する。すなわち、溶存放射性核種及び現

場濾過器で使用する 0.8 μ mのフィルターを通過する沈

降速度を持たない微小粒子に吸着した放射性核種を溶存

相、沈降速度を持つ大粒子に吸着した放射性核種を大粒子

相、海底に堆積した粒子状物質に吸着した放射性核種を堆

積物相とする。溶存相は移流と拡散によって、大粒子相は

移流、拡散及び粒子の沈降によってそれぞれ移動する。溶

存相と大粒子相との間では吸着及び脱着過程により放射

性核種がそれぞれの相へ移行する。海底境界条件として

は、溶存相と堆積物相は吸着・脱着過程を、大粒子相と堆

積物相は堆積・再浮遊過程を考慮する。各相間における放

射性核種の移行は速度定数を用いた吸着及び脱着によっ

て可逆的に行われる。

4. 青森県下北沖海域への適用
使用モデルの概要

日本原子力研究開発機構は、日本海洋科学振興財団から

の受託研究として、再処理施設から下北沖海域へ放出され

る放射性核種の移行を予測するシステムの構築を京都大

学の協力の下に平成 15 年度から開始した。このシステム

の海洋中放射性核種移行モデルとして SEA-GEARN が採

用された。

対象海域となる下北沖海域は、親潮系水、津軽暖水そし

て黒潮を起源とする暖水塊の影響を受ける混合水域であ

り、複雑な海洋構造を持つ海域の流動場及び密度場を正確

に再現するためには、高精度な海水循環モデルが必要であ

る。そのため、京都大学が開発した海洋大循環モデル（以

下、京大海洋モデル）を用いた。

京大海洋モデル 9）は、球座標系において静水圧近似、ブ

シネスク近似を仮定し、有限差分法により数値的に解く。

鉛直方向には自由表面を扱うために上層数レベルにσ座標

系、下層に z座標系を用いたσ-z ハイブリッド座標系を

採用している。放射性核種等のトレーサーの移行を精度良

く再現するために拡散係数のパラメタリゼーションに関し

汚染源流入 移流・拡散

溶存相

海底堆積相
海底土

海

再
浮
遊

堆
積吸着

吸着

脱着

脱着

大粒子相

海水及び
微小粒子 大粒子

図1：3相間交換過程の模式図

て、水平方向には等密度面拡散スキーム10、11）を、鉛直方

向には Noh12）の乱流クロージャースキームを採用し、海

表面の混合層の再現性を向上させている。また、海氷モデ

ル 13、14） を導入し、冬季に海氷で覆われるオホーツク海の

再現性を向上させている。

京大モデルには実時間予測または過去の事象の再解析を

実施することを目的として、観測データと数値モデルを融

合するデータ同化手法である 4次元変分法を用いている。

4 次元変分法は、空間 3次元と時間 1次元の 4次元場にお

いて、京大海洋モデルで用いる方程式群を制約条件とし

て、設定された対象期間において観測値を同化するもので

あり、数値モデルの順方向計算と、アジョイント方程式（数

値モデルの結果と観測値との差異を計算する）の逆計算を

繰り返すことにより最適解を求める。データ同化手法の詳

細に関しては、蒲地 15）、印ら 16）、In et al . 17）、Ishikawa et 

al . 18）などを参照されたい。

5. 適用例
下北沖海域における海水中及び海産物中放射性核種のモ

ニタリングは、日本原燃株式会社をはじめ複数の機関に

よって実施され、モニタリングデータは定期的に公開さ

れている。図 2に海洋生物環境研究所が下北沖海域で収集

し、分析した海産生物の組織自由水型 3H 濃度（平成 16～

18 年）19 -21） を示す。図を見ると 2006 年 11 月 30 日に漁獲

されたクロソイの 3H 濃度は公衆の被ばく線量に影響を与

えるものではないが他に比べて高い 21）。

クロソイは水深 100m以浅の岩礁域に生息することが知

られているためクロソイが沿岸域で漁獲されたと仮定し、

本システムを用いて再解析計算を行い、該

当期間において再処理施設起因の 3H が沿岸

に到達する可能性について検討した。

京大海洋モデル及び SEA-GEARN の計

算条件は小林ら 22）による下北沖海域にお

けるケーススタディと同様である。即ち、

データ同化計算及び 2 段のネスティング計

算を経た下北近海モデルの流動場を SEA-

GEARN の計算に使用した。計算領域は東

経 138.5 ‒ 145.6 度、北緯 38.5 ‒ 43.3 度であ

る。水平解像度は北緯 41 度付近で東西約

1.55km、南北約 1.54km、鉛直 78 層に分割

した。

再処理施設からの放出濃度は、再処理事

業変更許可申請書 23）に記載されている放出

管理目標値（約 1.8×1016Bq yr-1）を参考にした。放出条件

は、一定濃度で 6 時間継続する放出を毎日繰り返す間欠

放出とし、放出期間は 2006 年 10 月 1 日 1 時～12 月 4 日

1 時とした。放出濃度は、間欠放出を毎日継続した時の

年間積算濃度が放出管理目標値に一致すると考え、8.2×

1012 Bq h-1 とした。放出位置は海岸から沖合約 3km（北緯

141.4 度、東経 40.96 度）、水深 0mとした。

図 3 に SEA-GEARN によって計算された 2006 年 11 月

7 日 16 時における表層 3H 濃度分布を示す。3H は溶存態

として海水と同様の移行挙動を示すため、海流によって輸

送される。放出された 3H の多くは海岸に沿って南下する

が、北上して尻屋崎で離岸し、夏から秋に卓越する渦モー

ドに取り込まれる 3Hも存在する。

次に図 3に示す尻屋沖、小田野沢沖、平沼沖、三沢沖に
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図2：六ヶ所沖海産生物の組織自由水型3H濃度
（2004-2006）（御園生ら19-21） より作成）

de
pt
h（
m
）

lon（deg）

lat（
de
g）

conc[Bq/L] : 0.01 0.1 1 10 100

0

141

141.5

142

142.5 40.5

41

41.5

-500

-1000

-1500

Shiriya

Odanosawa
JNFL

Hiranuma
Misawa

図3：表層3H濃度分布（2006/11/7　16：00）

T
h

e rad
io

n
u

clid
es m

ig
ratio

n
 m

o
d

el in
 m

arin
e en

viro
n

m
en

t



対応するグリッドにおける表層 3H 濃度の経時変化を図 4

に示す。10 月 1 日から 16 日及び 11 月 5 日から 7 日まで

の期間（ハッチ部分）は放出口よりも北で高濃度域が分布

し、それ以外の期間では放出口よりも南で高濃度域が分布

する。特に放出口に最も近い平沼沖では高濃度のピークが

出現し、最大濃度は平沼沖で11月11日に82.6 Bq L-1であっ

た。再処理施設の運転開始前の下北沖海域の表層 3H 濃度

は 100‒ 240 mBq L-1 であり 24）、放出管理目標値を用いた

平常運転時の沿岸域における 3H 濃度は最大で約 800 倍上

昇する可能性がある。このように、下北沖海域の流動場は

絶えず変化するため再処理施設から放出される液体放射性

核種は複雑な分布を示すことがわかる。今回の計算結果か

ら再処理施設起因の 3H が沿岸に到達することは明らかで

あり、今後バックグラウンド値の 800 倍の濃度の 3H が検

出される可能性がある。ただし、青森県 25） は、再処理施

設の操業に伴う環境モニタリングへの影響として、海水中
3Hの施設寄与分（増分）として300 Bq L-1を予測している。

図 4で示した 3H 濃度の変動範囲は 0‒82.6 Bq L-1 であり、

青森県による想定の範囲内である。

6. 今後の予定
今後は実運用を目指したシステムの軽量化・高速化を検

討するとともに、様々な条件を想定した計算を実施し、信

頼性の高いシステムの構築を目指す。

7.  謝辞
本研究の成果の一部は、青森県の大型再処理施設等放射

能影響調査交付金による「六ヶ所村沖合海洋放射能等調査」

によって行われたものである。ここに記して謝意を表す。
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次  号  予  告

　桜の開花の便りが北上する季節を迎え、目でも春を満喫できる頃になりました。海にも春の訪れ
を知るものがあります。立春の頃より、磯では海藻の種子が岩場に付着し成長が始まります。ま
た沖では海面が変色するほどのプランクトンブルーム（大発生）がおきます。現在、人工衛星に
搭載されているセンサーから全海域の水温や植物プランクトンの存在量等の情報を、ほぼリアルタ
イムで知ることができます。ただ、これは海洋の表面だけの情報です。海の中の物質の動きまで
知ることはできません。海の中の情報は、ほとんど現場調査から得たものです。しかし大海原を
相手に調査船で行った観測点を海図にプロットすると、わずかな点にしか過ぎません。でも確たる
証拠を得るには、この積み重ねが大切です。
　今月号は、昨年 12月に放医研で開催しました「海洋環境放射能ワークショップ」の内容をま
とめたものです。那珂湊支所で行われている研究ハイライトと関連する研究機関の研究成果が
紹介されております。「海洋」という現場で行われている研究の現状について、ご理解をいただ
ければ幸いです。ご存知のように、那珂湊支所は平成 22 年度で廃止されます。しかし、放医
研では、人間を含む海洋環境の安全を担保するため、千葉本所においても海洋環境放射能の
研究は継続いたします。今後とも宜しくお願いいたします。(TA)

特　　集 国際機関活動報告
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弘前高校生津島修治の学習ノート
市川龍資

青森県立近代文学館（青森市）は、太宰治（本名津島

修治）が旧制弘前高等学校に昭和 2年入学し勉強した頃

のノートを所蔵していて、平成20年初め頃、「英語」と「修

身」のノートを全ページ写真にとったものを一冊にまと

め、資料集として発行した。

ぼくは興味をそそられてこれを入手し、読んでみた。

ところが残念なことに、ぼくにはほとんど読めないので

ある。悪筆というわけではなく、よほどあわてて書いた

とみえて、字がくずれたり抜けたりしていて判読が困難

なのである。思うに、たとえば英語の場合、前日に真面

目に予習して、つたない訳であってもしっかり記述して

あれば読める筈である。

しかし彼は予習をしていないとみえ、先生が教科書を

訳して行くのを急いでノートに記述したためこのような

難解な文字で訳文が書かれてしまったと想像される。先

生の訳読が速くて、記述がなかなか追いつかなかったの

であろう。そんなに速く訳されては生徒は可哀そうであ

る。

英語のノートの表紙の左上に弘前高校のマークが印刷

されているから、これはこの学校の指定のノートである

ことがわかる。表紙上方には教わったテキストの題名で

ある「Johnson&Goldsmith Essays by T.B.Macaulay」

とやや読める字で書かれており、下方にThe Hirosaki 

High School L.1.1 S.Tsushimaと書かれている。L.1.1 は

文科 1年 1組の意味であろう。

英語ノートの或るページの一部に、英語テキストとは

関係のない余計な文章が斜め縦書きに記されている。ぼ

くは気づかなかったが、資料集の末尾についている東京

大学の安藤宏先生の解説文の中にこれが指摘されていた。

それは詩のようなもので、安藤先生が読みとったところ

によると、次のように書かれているという。

「橄欖の実が　ほろほろと　月の光に散って行く

TaRanTuLa !　蜘蛛に咬まれた若者は　空をみつめて　

舞い狂ふ　哀れ悲しく舞い狂ふ」

ここにでてくるTarantula というのは西洋の毒ぐもの

名である。津島修治の繊細な感覚を持つ文才がこの頃か

ら現われていることを推測させる作品である。

弘前高校生時代から青森市の花柳界に通っていた津島

修治と「修身」とは余りにも似つかわしくない組合せで

あるが、「修身」のノートが残っているので、この講義に

出席していたことは確かである。今は修身などという科

目は小中学校にも無いと思うが、ぼく達の時代（昭和初期）

は小学校 6年間と中学 1および 2年にはこの科目があっ

たと記憶する。何を教わったのか忘れてしまったが、二

宮金次郎とか、明治天皇のこととかそのようなことを教

わったような気がする。

弘前高校で修身の科目があったとはぼくには初耳だっ

た。推測するに、大正から昭和の初め頃にかけて、社会

主義思想が西洋から日本に伝えられ、多くの学生や若者

たちが、その頃いわゆる左翼思想と言われる考え方に新

鮮な魅力を感じた時代だったことから、これに対処すべ

く国家のあり方とか天皇制などについて教えていたので

はないだろうか。

津島修治の修身のノートも先生の話の口述筆記なので

急いで書く必要から読みづらい文章になっている。そし

て、英語のノートもそうであったが、ノートの余白に講

義とは無関係の言葉や人間の顔が多数描かれている。先

生の顔や津島修治自身の自画像と思われる。顔絵のそば

にmy father という語句がいくつも記されているので、

それは彼の父親の顔を描いたものだったのだろうか。よ

くわからないが。

「修身」のノートの特徴は、文章が漢字と片仮名で記述

されていることである。「英語」のノートは漢字と平仮名

で書かれており、何故「修身」のノートに片仮名が使わ

れているのか、謎である。

両ノートとも多数の絵や勉強以外の言葉の記述が余白

部分に見られることから、津島修治は授業中、別の世界

に入りこむことがしばしばあったと思われる。そのこと

が反映して興味深いノートになっている。

ICHIKAWA   RYUSHI（元放医研科学研究官）

1）「核医学科医の国際活動」
　 ̶国際原子力機関̶
　 企画部　渡邉　直行 

2）IAEAによる原子力文献情報提供活動　
　 ̶国際原子力情報システム̶
　 日本原子力研究開発機構　研究技術情報部
　 長屋 俊、倉上 順一、峯尾 幸信、米澤 稔

水生動物舎前に咲いている2種類の桜

最近の成果 両親由来の染色体DNA断片を
１分子レベルで個別に増幅する技術
重粒子医科学センター　ゲノム診断研究グループ
＊東京歯科大学 口腔外科学
道川祐市、菅原圭亮＊、菅 智、荘司好美、石川顕一、石川敦子、
塩見尚子、塩見忠博、岩川眞由美、今井高志
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